


























































（８） ひび割れ領域断面2次モーメントI cr 　･････････････････････････････ 56





（３） ひび割れ領域における曲率計算（複筋比 =0の場合）　･････････････ 60




























































































第１章 序論  
 












ついて述べる。1960 年代に建設された建物の床スラブは、短辺スパン 3m 程度、スラ






映し、1982 年の鉄筋コンクリート（以下 RC と略記）規準の改定に当たり、スラブ上
面に沿う過大ひび割れと過大たわみの発生防止を目的として 13 条「床スラブ」を改定











ているが、RC 規準付 13 では、この抜け出しによる付加たわみの影響を無視できない
としながらも、定量的な評価までには至っていない。  
 1986 年には、RC とプレストレストコンクリート（以下 PC と略記）の中間に位置す
るプレストレスト鉄筋コンクリート（以下 PRC と略記）構造設計・施工指針（以下
1











また、2007 年の改正では、国土交通省告示 600 号第 13 において、PC スラブの変形増








































































③ 長期たわみ実用計算法の適用範囲の拡大  
 RC 一方向スラブを対象に提案した長期たわみ実用計算法を長期たわみ制御設計へ
と展開するため、実用計算法の適用範囲を拡大することが本課題の目的である。  
 具体的には、長大スパン PRC スラブ、二方向スラブ、片持ちスラブへの適用を検討
し、設計実務に適用可能な長期たわみ予測手法を提案する。  
 

















































































































































２．２ 繰り返し計算法  
  
本節では、後述する付着解析に基づく鉄筋の抜け出し量計算法を取り入れた両端固















条件式が与えられる 2.7 )。  
 
02/0  sl dx                                 (2.1) 



































応力σ sh を差し引いたものとした。  
 
Mcr(瞬時 ) ZB  56.0                      (2.3) 
Mcr(長期 )  ZshB   7.056.0                 (2.4) 
ここに、σ B：コンクリート圧縮強度、Z：断面係数  
 
Mi＞Mcr のとき、後述する Mean-Stress 法 2.9)によるクリープ解析により計算する。  














                  (2.5) 
ここに、n：ヤング係数比 (=Es/Ec) 
 









dxaxdanbDEIE           (2.6) 
 
となる。クリープによる曲率の増大は Ec を Et=Ec/(1+ )に置き換えて剛性を計算す






                           (2.7) 
 












              (2.8) 
 
 以上より全断面有効領域での曲率φ g は次式となる。  
 








2/                         (2.10) 
ここに、n：分割数  
 
（５）端部上端筋の抜け出し S による回転角 θS の計算 
 端部曲げモーメント Me による上端筋応力を断面解析により計算し、その応力によ
















 （４）、（５）での計算結果を用いて不釣り合い曲率Δφｉを計算する。  
 








                      (2.12) 
 















                          (2.13) 
ここに、EIx：材端から x の位置での剛性  
 
 不釣り合いモーメントΔMi は次式となる。  
 














                  (2.15) 
ここに、xi：支点からｉ点までの距離  
 













































の OA および AB 域に対応するものである。全長にわたる等分布せん断力 q(t)は部材両
端の引張力の差により次式で与える。  
 




  （ａ）両引モデル：Ps1(t)=Ps2(t) 
















（ｂ）持続荷重下における付着応力  ～相対すべり s 関係は李等が行った持続荷重下
における異形鉄筋とコンクリート間の付着応力－すべり関係に関する一連の研究 2.12)
から以下のように設定する。  
 ⅰ）τ -s 関係の定式化には、森田等が示したｅ関数 2.13)あるいは bi-linear 曲線、内
部ひび割れの発生を考慮した tri-linear 曲線 2. 5)および 3 次曲線が考えられるが、それ
らを用いて鉄筋ひずみおよび端部すべり量を解析した結果に大きな差異はないことか
ら解析の簡便さを考慮して bi-linear 曲線としてτ -s 関係を定式化する。  
 ⅱ）持続荷重下におけるτ -s 関係については載荷開始後 1 日目以降は付着剛性 K お
よびτ y は単調載荷時より大きく低下するので、低減係数 k1、k2 でそれぞれ考慮する。  
 
 弾性域 τ＝K・ s （ｓ≦ｓｙ）  
 塑性域 τ＝τ y   （ｓ＞ｓｙ）                (2.17) 
 
 t=0 の時 K=K0、τ y=τ y0 








2 0   




t=0：単調載荷時のτ－ s 関係  



















 yt＝k2 y0 
K0、τ y0：初載荷時における bi-linear 曲
線の K、τ y  
Kt、τ y t：持続荷重下における bi-linear
曲線の K、τ y 
k1、k2：持続荷重下における K、τ y の低
減係数  
17
 この曲線で近似したモデルの特性値 τ y0、K0 の設定については τ -s 関係がコンクリ
ート強度や鉄筋の節形状等多くの要因の影響を受けるため定式化するのは現状では困
難であるが、τ -s 関係に関する研究結果 2.14)を参考に簡単に次のように設定する。表
２．１に示す τ -s 関係を調べた既往の実験結果 2.5) ,2 .15)を基に、コンクリート強度σ B
の特性値τ y0、K0 への影響はσ B2/3 で、鉄筋径 D への影響は１ /D で考慮し、τ y0 は鉄
筋径に関わらず一定として与えた。σ B＝24N/mm2、D13 における平均値を特性値τ y0、
K0 の基準値とする。  
 
K0=115(N/mm3) 
   τ y0=3.41(N/mm2) 
 























試験体 K τ y コンクリート強度 鉄筋径 
No. (kgf/cm3) (kgf/cm2) (kgf/cm2)  
1 10700 36 279 D19 
2 10400 43.2 429 D19 
3 8900 56.1 429 D19 
4 6600 34.5 429 D19 
5 9800 36.3 499 D19 
6 10600 45 258 D19 
7 17100 60 477 D19 
8 8680 39.6 245 D19 



















2)()( scxsx PrxtPtP                        (2.21) 
 









sx                          (2.22) 
 
 U：鉄筋周長  
 すべり Sx(t)はコンクリートと鉄筋の平均変形の差に等しいことより dx 区間におけ














r (t ) 
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dxtttdS cxsxx ))()(()(                       (2.23) 
 
 (2.23)式中のコンクリートひずみε cx(t)は引張クリープと乾燥収縮を考慮して (2.24)
式のように表す。ただし、クリープの考慮では等価ヤング係数法を用いている。  
 






cx   1                     (2.24) 
ここに、  ：クリープ係数、Sh(t)：自由乾燥収縮  
 
 また、鉄筋ひずみε sx(t)は  
 





t                           (2.25) 
 
(2.21)式、 (2.23)式、 (2.24)式から、下式が得られる。  
 
















  011           (2.26) 
 
(2.26)式の両辺を x で微分し (2.23)式を代入してＰ sx(t)を消去すれば (2.27)式の持続載
荷時における両端に異なる力が作用する場合の付着基本式が得られる。  
 












                  (2.27) 
ここに、        LtPtPtr ss 21   、  n E Es t   
      1ct EE 、  p A As c  
 Sx(t)：時刻ｔの時 x 位置における鉄筋とコンクリートの相対すべり  
 Es，As，U：鉄筋のヤング係数，断面積，周長  
 Ec，Ac：コンクリートのヤング係数，断面積   
 
 （2.27）式は両端に異なる引張力が作用した持続荷重下において付着解析モデルに





 (2.17)式のτ -s 関係を用いて (2.27)式を解けば、相対すべり Sx(t)、鉄筋に作用する力
Px(t)は次のように求まる。  
20





1 CxCxS axpa                        (2.28) 
xUPP ysxpa  2                         (2.29) 
 
 弾性域  
 
243 














xe   2431            (2.31) 
 





1 CxCxS bxpb                        (2.32) 






 12                        (2.34) 
ct AE














      P t P t P ts s s2 1 0   、    0tr  
とすれば、既往の両引きモデルに関する付着基本式と同じになる。  
2)片引きモデル  
   02 tPs  、    tPtP ss 01   、および     LtPtr s0   
とすれば、相対すべり Sx(t)および鉄筋に作用する力 Px(t)の式は前掲の弾性域塑性域 b
の式がそのまま適用できる。  
 このとき、境界条件として  
21
  x=0：Sxe(t)=S0 （ S0：結果への影響がほとんどない程度に 0 に近い値で一般に
0.001cm 程度が良いとされている。 2.11)）  
  x=L-b：Sxe(t)=Sy(t)、Sxpb(t)=Sy(t) 
  x=L：Pxpb(t)=Ps0(t) 
より、積分定数が次のように計算できる。  
 
     










3                (2.38) 
     
















s  05                     (2.40) 
   bLCbLSC by  526 2











CC h                        (2.42) 
      0543   bLCeCeC bbLbL 























 荷重が作用した直後 (t=0)の断面ひずみ分布と応力分布を図２．７ (a)に、t=t における
分布を図２．７ (b)に示す。  




























































                  (2.44) 
 ここに、δ c . t：時間 t における弾性ひずみとクリープひずみの和、xt：時間 t におけ
る中立軸深さ、ρ t：時間 t における曲率半径、ε c . t：時間 t におけるコンクリートの





 力およびモーメントの釣り合い条件から  
 
  isisittc PAxb  .2
1                     (2.45) 
  MddAxdxb isisitttc 

   00. 32
1                 (2.46) 
 ここに、Asi：ｉ番目の鋼材の断面積、Pi：当該の鋼材位置のコンクリート応力が 0
の時点におけるｉ番目の鋼材の引張力、  、M*：作用曲げモーメント  
 
 ここで、 x=xt/d0、pi=AsiEi/(Esbd0)、qi=di/d0、n=Es/Ec（Es：鉄筋のヤング係数）とお
くと、 (2.45)式は、  
 








1                (2.47) 
 













                (2.48) 
 
（2.46)式に (2.45)式を代入すると  
 
    MddAxdAP isisitsisii 

    00 3             (2.49) 
 
































 時間 t における全ひずみδ c . t は  
 












   
 



















































    (2.51) 
 
y0=1/ρ 0、y=1/ρ t とすると、σ c0=Ecd0x0y0、σ c . t=Ecfd0xy となり、 (2.51)式は  
 







































                         (2.52) 
 
 この nt を (2.48)式の n に代入し整理すると  
 
  543221 RxRyRxRxR                     (2.53) 
 ここに、R1=N1、R2=2N3Σpi、R3=-2N3Σpiqi、R4=N2、R5=2N3ΣPi/(Esbd02) 
 








図２．８ Mean-Stress 法 
ψ t ψ  
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  543221 QxQyQxQxQ                     (2.54) 
 ここに、Q1=Σpi、Q2=-4Σpiqi、Q3=3Σpiqi2、Q4=ΣPi/(Esbd02)、Q5=-3(ΣPid0-M)/(Esbd03) 
 
 従って、(2.53)、(2.54)式の x、y に関する連立方程式が得られ、これを解けば中立軸
深さ x、断面の曲率 y が求められる。  
 精度を上げるために 0～ψ t までをｉ個に分割する。  
 














   



















 1 1. 2
1
 












11   
 
σ c i=Ecfxiyid0=Esxiyid0/ni とおき整理すると  
 













































































N  、 
2
13
iN  、xiyi=xy 








3                        (2.55) 
 
となり、 (2.52)式と同型の式となる。  
 なお、本法における分割数と解析精度との関係を調べた結果、10 分割で殆ど収束す







 図２．９のように上下縁で値の異なるコンクリートの乾燥収縮を考慮する。  
 































   
 ここに、Si：ｉ番目の鋼材位置におけるコンクリートの乾燥収縮、k1：上縁におけ
る収縮ひずみの平均収縮ひずみに対する比、 k2：下縁の収縮ひずみの平均収縮ひずみ
St に対する比  
 
 これらの式を、 (2.45)、 (2.46)式に代入して整理すれば、 (2.53)、 (2.54)式の R5、Q4、
Q5 は次のようになる。  
 








































































 圧縮縁コンクリートひずみε c(t)と平均引張鉄筋ひずみε s .av(t)が与えられれば曲率
φは (2.56)式で計算される。  
 ε c(t)はクリープ解析値を、ε s .av(t)は PRC 指針のひび割れ幅計算式に長期の影響を
考慮した値、すなわちクリープ解析によって計算したひび割れ断面でのσ s .max を用い、
ひび割れ間コンクリートの引張協力（拘束）作用を残存率αにより減じた値で (2.57)
式のようになる。ε s .av(t)を計算するのに必要なコンクリート引張強度は実験値のない
場合 (2.58)式の野口－友澤式 2.17 )により計算する。  
 














1)(                    (2.57) 
 ただし、  
     ssavs Et max.. 4.0   かつ   ssavs E1050max..   とする。  
637.0676.0 ct FF                         (2.58) 
 ここに、α：ひび割れ間コンクリートの協力作用の残存率 (=0.5) 























図２．１０ a)に S1-B 試験体を除く９体の瞬時たわみの計算値と実験値の比較を示
す。本計算法を含めて RC 規準を除く計算値は実験値を良く捉えている。ただし ACI
については、端部筋の抜け出しを評価していないため、実験値に比べて全体的に小さ
い傾向にある。RC 規準についてはひび割れによる倍率 K1 を長期と同じ値で評価して
いるため、実験値に比べてかなり大きくなっている。  
 図２．１０ b)～d)に S1-B 試験体を除く長期たわみの計算値と実験値の比較を示す。





























































































    ZFM pccr  56.0       （瞬時） 
    ZFM pshccr   7.056.0   （長期） 




 乾燥収縮によるたわみについてはプレキャスト部 A と後打ち部 B との収縮差による
増加曲率を以下に示す坂、六車等の提案式 2.2 5)を用いて計算する。  
 プレキャスト部 A は PC 部材であるから持続荷重が作用するときは時間とともに変
形が増大する。この増大の時間的変化を PC 材のクリープ特性ψ at として取り扱うこと
にし、ψ at は純コンクリートのクリープ特性ψと同様に Davis-Glanville の法則、およ
び Whitney の法則に従うと仮定する。  
 プレキャスト部 A の合成完了後引き続き生ずべき値、すなわち合成を無視したとき
の値を、軸方向収縮 Sa、上下縁収縮差ΔSa、クリープ係数ψ a t とする。また後打ち部 B
のコンクリートが合成完了後に生ずる収縮は合成がないと仮定すると一様な材軸方向





レストレスによるクリープひずみを考慮すると Sa、Sb の値は次式となる。  
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S  0  
   bbS   
   )49()( ftfa  、 t
ttf
16.04.12
)(   





ttg   
   
t
t




bt   







ント Ma が、後打ち部 B の断面には軸方向




   ba NN   
   aNMM aba   
 
 ここに、プレキャスト部 A の断面重心 Ga と後打ち部 B の断面重心 Gb との距離  
 A、B 両断面の回転は等しいから  
 




























 また、A、B 両断面の重心間の距離の条件から  
 







































 aaa IEK  、 bbb IEK   





 Ea、Eb：それぞれ A、B 部コンクリートの弾性係数  
 Ia、 Ib：それぞれ A、B 部断面のおのおのの重心軸に対する２次モーメント  
 Aa、Ab：それぞれ A、B 部の断面積  
 一般に変動する応力下におけるクリープ近似式は  
 
    











 aaM 、 
 bbM 、  baba MMaNN 
1
 
 ここに、  
   1221 BABA   
   1221 BFBFa   
   1221 FAFAb   



























   







   







     bbtat aDSSF 1  






2 、ha：プレキャスト部 A の断面せい 
 
 収縮差による増加曲率φ sh は次式で計算する。  
 




















490 の D13 を、合成スラブ端部上端筋には SD295 の D13 と D10 を併用した。実験の








実験値をよく捉えている。載荷日数 1153 日における総たわみは実験値が 11.2mm、計




















































 RC 規準 2.26)および告示 2.27)においては、長期たわみを弾性たわみに対する倍率で表
している。本研究においても、長期たわみδ t を上記要因を考慮して、 (2.59)式のよう
に弾性たわみδ e に対するたわみ倍率 K で長期たわみを表し、K は各要因による和と









ひび割れによるたわみとしてδ e の Kcr 倍としたものとし、クリープによるたわみは、
Kcr+Kcp から Kcr を差し引いたものを Kcp として評価する事とする。これは、RC 基準付
7 による方法と同様の考え方である。  
 
δ t=Kδ e                          (2.59) 
    δ e：全断面有効剛性（鉄筋の存在を無視）による弾性たわみ  
K=Kcr+Kcp+Ksh+Ks 
    Kcr：ひび割れによるたわみ倍率  
    Kcp：クリープによるたわみ倍率  
    Ksh：乾燥収縮によるたわみ倍率  














繰り返し計算法では、ひび割れの発生を作用応力 M とひび割れ耐力 Mcr との比較に
より判定し、ひび割れが発生すると判定される場合は、ひび割れ発生領域として曲率
を計算することで、ひび割れの影響を考慮している。Mcr の長期たわみに及ぼす影響
を調べるため、H シリーズおよび PT シリーズにおいて、Mcr を 0.8 倍、1.0 倍および
1.2 倍とした場合の長期たわみ（それぞれδ 0 .8、δ 1.0、δ 1.2 とする）計算を行った。図






















シリーズ 要因 水準 
H スラブ厚さ(mm) 120, 150, 180, 210 
L スパン(m) 3.5, 4, 4.5 , 5, 5.5 
PT 端部上端筋比(％) 0.44, 0.58, 0.87, 1.12 
W 積載荷重(kN/m2) 1, 2, 3 , 4, 5 
C クリープ係数 2.4, 3.2, 4.0
Ｓ 乾燥収縮ひずみ(×10-4) 3.0, 4.0, 5.0 
F コンクリート強度(N/mm2) 21, 24, 27, 30 
□の数値は基準値を表す
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用する最大曲げモーメントである。Mcr/Ma が 0.5 より小さい場合、すなわちひび割れ
領域が大きい場合は、Mcr の大きさの影響は小さいが、Mcr/Ma が 0.5 より大きい場合、
すなわちひび割れ領域が小さい場合は、Mcr の影響は大きく、δ 1.0 に対する比率は 0.6
～1.4 となっている。  
Mcr は乾燥収縮を鉄筋が拘束することによる引張応力度σ sh を考慮して計算してい
る。クリープ係数、乾燥収縮毎に、H、PT、F シリーズにおいて端部上端側のσ sh を計
算し、鉄筋比 pt との関係を図２．１６に示す。σ sh は、pt と線形関係にあることから、
pt から簡易に予測できると考えられる。同じ計算条件で、端部上端側の Mcr を計算し、
瞬時のひび割れ耐力 Mcrs との比 Mcr/Mcrs と pt との関係を図２．１７に示す。Mcr/Mcrs

































1                  (2.60) 
Ig：全断面有効断面 2 次モーメント（鉄筋の存在を無視）  
Icr：ひび割れ断面 2 次モーメント  
 










K                         (2.61) 
 
Ie の適合性を調べるため、 (2.61)式により求められる Kcr と繰り返し計算法から求め
られるたわみ倍率 Kcr0 との比較を行った。Kcr は、端部と中央部の平均値とした。Kcr0
は、クリープ係数、乾燥収縮を共に 0 として求めた全たわみから端部筋の抜出しによ
る付加たわみを差し引いて求めたたわみをひび割れによるたわみとして、これをδ e
で除して求めた。各 PT シリーズ毎に、H、L、W、F シリーズにおいて求めた Kcr/Kcr0
と Mcr/Ma との関係を図２．１８に示す。Kcr/Kcr0 は 1.0 より小さく、Mcr/Ma に対して右
































































図２．１７ Mcr/Mcrs-pt 関係 
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  1 ct
E
E                          (2.62) 
Ec：コンクリートのヤング係数  
 











KK                    (2.63) 
 
(2.63)式により求めた Kcr+Kcp の端部と中央部の平均値の繰り返し計算法により求め





















図２．１８ Kcr/Kcr0－Mcr/Ma 関係 
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は 0.8～1.1 の範囲にあり，クリープによる影響によりひび割れのみの影響を表す Kcr
に比べて差異は小さくなっている。Mcr/Ma=0.8 付近で (Kcr+Kcp)/(Kcr0+Kcp0)が最小値を







ひずみε sh との関係を PT シリーズに対して示す。Ksh は、クリープと乾燥収縮を共に
考慮した全たわみからひび割れとクリープによるたわみを差し引いて求めたたわみを

















































図２．２０ (Kcr+Kcp)/(Kcr0+Kcp0)-Mcr/Ma 関係 
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強度τ y0）に対して、鉄筋応力σ s と S との関係を示したのが図２．２２および図２．
２３である。τ y0 は、付着解析に使用する鉄筋の付着応力τとすべり s の関係をバイ
リニア曲線にモデル化したときの付着強度を示している。かぶり厚さの影響はほとん
ど見られないが、鉄筋径およびτ y0 の影響が見られる。τ y0 については、図２．２３
より特にその値が小さい時に S が大きくなる影響が見られる 2.29)。鉄筋径およびτ y0
の S への影響評価については、さらに検討が必要である。  
S をσ s と線形関係で近似した線形近似法を既報 2.30)で提案しているが、この方法に
より求めた S を用いて求めたたわみ倍率 Ks と繰り返し計算法により求めたたわみ倍率
Ks0 との比較を行った。線形近似法におけるσ s は、繰り返し計算法の値を用いた。図
２．２４に、Ks/Ks0 とσ s との関係を示す。Ks/Ks0 はほぼ 0.8～1.2 の範囲にあり、σ s
に対して右下がりの傾向を示している。これは、線形近似法では S をσ s で線形近似し
ていることに起因しているが、スラブ鉄筋として通常用いられる SD295 の長期許容応















図２．２１ Ksh－ε sh 関係（PT シリーズ） 
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 ２．６．７ 各要因によるたわみの全たわみに対する割合 
 
図２．２５は、繰り返し計算法により求めたたわみ倍率 K を各要因毎に整理したも
のを PT シリーズについて示したものである。同図には、RC 規準付 7 の方法 2.26 )によ
り求めたたわみ倍率も記載している。図２．２５によれば、Kcr が 3～6 で K に占める
割合は 30～40%と一番大きくなっている。Kcp および Ksh はほぼ 2 で K に占める割合は
15～20%である。Ks は 2～4 で K に占める割合は 20～30％と鉄筋比が小さくなる程大
きくなっている。この K に占める各要因の割合は、本解析の範囲では、図２．２５に








































































加たわみを考慮していない分、PT シリーズにおいては全たわみ倍率 K は両者でほぼ









































図２．２６ K－H 関係（H シリーズ） 
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（３） 端部筋の抜出しによる影響は、線形近似法で予測可能である。  
（４） 各要因のたわみに及ぼす影響は、ひび割れによる影響が一番大きく、全たわみ
に占める割合は 30～40％程度であり、クリープ、乾燥収縮はそれぞれ 15～20％、
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RC スラブの長期たわみについては、告示 3.1)および RC 規準 3.2)に規定がある。告示
については弾性たわみに対する倍率が与えられ、RC 規準には 18 条表 10 にスラブ厚
さに関する算定式が示されている。これらは共に弾性たわみに対する倍率を一律 16
倍として与えたものとなっており、長期たわみに及ぼす各種要因の影響を考慮できる
ものとなっていない。RC 規準には、付 7 に各種要因の影響を考慮できる長期たわみ
計算法が記述されている。しかし、本計算法では、端部筋の抜け出しによるたわみが






現在、提案されている実用的な手法として、岡田等 3.4 )､小田 3.5)の方法がある。岡田














３．２ ＲＣスラブの長期たわみ実用計算法  
 
３．２．１ 基本条件  
 











sshcpcrt                         (3.1) 
cr ：ひび割れによるたわみ  
cp ：クリープによるたわみ  
sh ：乾燥収縮によるたわみ  
s ：端部筋の抜け出しによるたわみ  
 








シリーズ 要因 水準 
H スラブ厚さ(mm) 120, 150, 180, 210,(300),(600) 
L スパン(m) 3.5, 4, 4.5 , 5, 5.5 
PT 端部上端筋比(％) 0.44, 0.58 , 0.87, 1.12 
W 積載荷重(kN/m2) 1, 2, 3 , 4, 5 
C クリープ係数 2.4, 3.2, 4.0 
S 乾燥収縮ひずみ(×10-4) 3.0, 4.0 , 5.0 




３．２．３ ひび割れによるたわみ  
 
（１）たわみの計算方法  
ひび割れによるたわみは、弾性たわみδ e に対する倍率 Kcr で計算する。ひび割れの
影響は、作用応力 M とひび割れ耐力 Mcr との比較によりひび割れの発生を判定し、ひ
び割れが発生すると判定される場合は、ひび割れ領域断面 2 次モーメント Icr により剛
性を評価することで考慮する。ひび割れ発生領域の大きさとひび割れの有無に応じた












K                       (3.2) 




等分布荷重 w を受けるスパン l の部材の検討用応力 Ma1（端部）、Ma 2（中央部）は、
安全側に与える確定値として下式により求める。Ma2 については、固定支持部の固定





wlM a   ,  18
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Mcr は、長期的には持続応力や乾燥収縮の影響で見かけ上低下する。そこで Mcr は
(3.4)式のようにクリープ限度を静的強度の 70%とし、乾燥収縮を鉄筋が拘束すること
によって生ずる引張応力σ sh を考慮して計算する。  
 
 ZM shBcr   7.056.0                    (3.4) 
 
 σ sh は、図３．２に示すようにコンクリート断面の重心位置と全鉄筋の重心位置と
の距離 e を考慮して下式のように計算する。  
 
 ZeAAPZePAP ccshshcshsh  1              (3.5) 
 









                      (3.6) 






























～ (2.20)式により定式化した Kt、τ y t を与えた
τ -s 関係の bi-linear モデルを用いる。  
 
 （６）抜け出し量基本式 
 τ -s 関係を bi-linear として評価すると、抜
け出し量計算が煩雑となるため、実用的な手
法としてτ -s 関係が弾性域にある場合の抜け
出し量 Seb は以下のようになる 3.6)。  
 







tPtLqS 0                       (3.8) 
















 1 、 ts EEn   、 cs AAp    
ここに、L：平均ひび割れ間隔、Es：鉄筋のヤング係数、U：鉄筋の周長、Kt：図３．




解 Sb と弾性解 Seb との差が大きくなる。Sb と Seb の関係を整理して、Seb から Sb が予測
できるように修正する。弾塑性解による計算は文献 3.10)による。塑性化の影響を、塑
性域開始時変形である図３．４の Syt を介して評価することとし、τ y t、Kt、かぶり厚



























図３．３ 付着解析モデル  
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響を除き両者は一定の関係にあるため、L の関数として下式で近似できる。  
 
  3.07.0  aytebytb SSSS                    (3.10) 
tytyt KS                           (3.11) 



























































































図３．５ Sb/Syt-Seb/Syt 関係 
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（８）ひび割れ領域断面 2 次モーメント Icr 
 Icr は鉄筋とコンクリート間の付着特性を考慮して求める。付着特性は、ひび割れ間
コンクリートの拘束作用の程度を表す付着特性係数 q’(t)を用いて評価する。 q'(t)は
(3.17)式の q(t)にτ -s 関係を弾塑性領域にわたる場合の影響を考慮して、下式により計
算する。Seb/Syb≦1.0 の場合は、τ -s 関係が弾性域にあるため、q’(t)=q(t)とする。  
 
   tqtq                 0.1yteb SS       (3.13) 














     0.1yteb SS  
 
q’(t)によりひび割れ間コンクリートの剛性寄与分を鉄筋断面積に置換して求めた中
立軸比 xn1 より下式にて Icr を計算する。  
 













             (3.14) 
















（９）等価断面 2 次モーメント Ie 

































































































2      (3.17) 
 



















































2 1                 (3.19) 
 
 (3.18)、 (3.19)式は、 Ie算定の実用的な手法で
































図３．７ Ie/Ig-Mcr/Ma 関係 
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 δ c=5wlc4/384EIg                       (3.20) 
δ=wL4/384EIg                        (3.21) 
 
端部完全固定の場合、 lc=0.578Lとなるため、δ cをLで表現すると  
 
δ c=0.56wL4/384EIg=0.56δ                   (3.22) 
 
となる。同様に端部固定度を 20％まで落として検討したところ、δ c のδに対する
割合がいずれも 60％程度であるため、スパン全長に対する Ie は、端部と中央部を 2：





III                          (3.23) 
 
３．２．４ クリープによるたわみ  
  
クリープによる影響は、(3.24)式に示す等価ヤング係数法により考慮する。ひび割れ
とクリープによるたわみ倍率 Kcr+Kcp は、Ec を Et に置き換えて (3.23)式より Ie を求め、
(3.25)式により計算する。  
 
  1 ct






















断面での Icr としてコンクリートの拘束作用を無視した（3.15）式において q’(t)=1.0 と
したときの値である）｡① /②はほぼ 1.0 となり、等価ヤング係数法による値は、クリ
ープ解析による値を精度よく予測できることを確認した。  
ひび割れとクリープによるたわみは、下式で計算する。  
   ecpcrcpcr KK                       (3.26) 






















３．２．５ 乾燥収縮によるたわみ  
 
（１）たわみの計算方法 



















・圧縮縁ひずみと鉄筋ひずみの和をε cs とすると、ほぼε cs= 1.2ε sh となる。  
以上の傾向は、他の要因で検討した場合も同様であった。この結果を踏まえ、γ=0
の場合のひび割れ断面における乾燥収縮による曲率増分φ shcr は下式で計算する。  
 






























図３．１１に基準モデルの端部断面においてσ s=200N/mm2、ε sh=4×10-4 とし、γ、
H、ψを要因として計算したクリープ解析結果を示す。圧縮鉄筋の影響で、乾燥収縮
による圧縮縁コンクリートひずみが抑制されている。図３．１２は、γ=0 のときの  
ε cs をε cs0 として、ε cs をε cs0 で基準化した値と圧縮鉄筋比γpt との関係を表３．１
の H シリーズについて整理したものである。γpt が大きくなるほどε cs/ε cs0 は小さく
なっており、圧縮鉄筋のひずみ抑制効果が現れている。またスラブ厚さ H の大きいほ
ど、ε cs/ε cs0 の低下率は大きく、H が大きいほどひずみ抑制効果が大きくなっている。  
この圧縮鉄筋のひずみ抑制効果に及ぼす主な要因は、γpt と H の他、クリープ係数
ψであり、これらの要因のたわみへの影響を調べるため、表３．１の解析ケースに対
してクリープ解析を行った。  





して、近似線の傾きを最小二乗法で求めた値の 0.8 倍とした。  
 
  0.1076.0064.00.10  ttcscs ppk              (3.29) 
 
同様にして、H 別にε c s/ε cs0-γ関係を求め、H=150 mm のときの (3.29)式における傾
き k を k150 として、他の H（120～300mm、600mm（梁材を想定））のときの k を k150
で基準化した k/k150 を kH として H との関係で示したのが図３．１４である。H ごとに
見るとψに関係なく kH はほぼ同じ値となっている。両者の関係は H が 300mm 付近ま
では右上がりで、それ以上の H においては、kH が頭打ちとなる傾向を示している。こ
れを下式のように近似する。  
 
04.1013.0150  HkkkH （ただし 0.2Hk  ）          (3.30) 
 
(3.29)、 (3.30)式よりψと H を考慮したε cs/ε cs0-γpt 関係は下式となる。  
 
     0.1076.0064.00  tHcscs pk                 (3.31) 
 
ε cs0 は、γ=0 のときの検討で示したように 1.2ε sh となるため、ε cs0=1.2ε sh とする
とε cs は下式となる。  
 


















































































































































































分布からモールの定理によりφ shg とφ shcr を用いて等価曲率φ she を計算する。端部で









0.1           4.0acr MM             (3.34) 
  132.133.0  acr MM    0.14.0  acr MM  
 






























































ひび割れが発生せずγ=1 の場合で中央部の曲率が 0 となる場合に、計算上δ sh が負の
























   （ただし、δ sh≧0） (3.37) 
 
３．２．６ 端部筋の抜け出しによるたわみ  
 
（１）たわみの計算方法 










デルに対して、以下の境界条件を与えて適用する 3.10)。  
 













図３．１６ 端部モーメント低下率 μ 
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３．２．３節と同様に実用性を考慮して、τ -s 関係が弾性域にある場合の抜け出し
量 Seo を求めると以下のようになる。  
 








































定着長さの影響を調べるため、弾性解 Seo と定着長さ L との関係を整理したのが図
３．１７、図３．１８である。Seo は L≦150mm の範囲では、L と比例関係にあるが、
L＞150mm においてはほぼ一定値を示し、L の影響が小さくなっている。  
図３．１９に Seo とσ s の関係を示す。同図には、L を付着解析（弾塑性解）により
求めた場合と L を一定値（ここでは定着長さの標準値として L=35d（d：鉄筋径）とす
る）とした場合とを比較して示した。同図に示した Seo-L 関係において、L が小さい範
囲で L の影響が大きいことを反映してσ s＜100N/mm2 の定着長さの短い範囲では、
L=35d とした場合の Se o の方が大きくなっているが、σ s≧100N/mm2 では、L の影響も
小さく両者はほぼ一致している。以上から Seo に及ぼす L の影響は小さく、L を一定値
として評価する。  
L=10d として Seo-σ s 関係を求めた結果を図３．２０に示す。L=10d とした場合でも、
Seo は概ね良好に評価できているが、Seo-L 関係との関連による各応力時の L の違いに
より、L=10d とした場合は、特に鉄筋径の大きい場合にσ s＞150N/mm2 で Seo を過大評



















D10 (L=35d) D13 (L=35d)




















D10 (L=10d) D13 (L=10d)
D16 (L=10d) D19 (L=10d)
 















































（５）τ -s 関係が弾塑性両域にわたる場合の抜け出し量算定式  
τ -s 関係が弾塑性両域にわたる場合、塑性域が長くなるに従って抜け出しの弾塑性
解 So と弾性解 Seo との差が大きくなることを３．２．３節と同様に検討する。塑性化





  3.07.0 2  yteoyto SSSS                    (3.39) 
tytyt KS                          (3.40) 
 
(3.39)式より、Seo、Syt を与えれば So が求められる。また、Seo/Sy≦1.0 の場合は、τ
-s 関係の弾性域にあるため、So=Seo とする。  
 
eoo SS           0.1yteo SS             (3.41) 
   ytyteoo SSSS 3.07.0 2    0.1yteo SS  
 
（６）端部筋の抜け出しによるたわみ  
抜け出し量 So から回転角θを求め、端部筋の抜け出しによるたわみδ s を下式によ
り計算する。  
 





































































図３．２１ So/Syt-Seo/Syt 関係 
（τyt の影響） 
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３．３ 繰り返し計算法との比較による適合性の検討  
 




図３．２４にδ cr+δ cp の比較結果を示す。実用計算法による値は繰り返し計算法に






図３．２６にδ s の比較結果を示す。同図には、σ s を繰り返し計算法による値とし
た場合と、(3.3)式の Ma 1 より求めた値を記載している。σ s を繰り返し計算法とした場
合は、両者はよく一致している。Ma1 より求めた場合は、固定度の低下を考慮してい
ない分σ s が繰り返し計算法に比べて大きくなるが、δ s は若干大きくなっている程度
であり、ほぼ±10%の精度で予測できている。  
 







３．４ 既往の実験結果との比較による適合性の検討  
 
既往の実験結果 3.11 )～ 3.17)を用いて、実用計算法の適合性を検討する。  
表３．２に RC スラブの長期たわみ実験結果と、実用計算法による計算値を示す。
クリープ係数、乾燥収縮ひずみは報告されている実測値を使用し、報告されていない
場合は CEB-FIP 国際指針 3.18)の方法により算出した。小森 S1-A の実験値が大きくな

















































































































図３．２８ 既往の実験結果との比較  
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3.18）CEB-FIP Model Code for concrete structure、1970 
75
第４章 長期たわみ計算法の適用範囲の拡大  
    －長大スパンＰＲＣスラブ、二方向スラブ、および片持ちスラブ－  
 









































ラブの長期たわみ算定用として使用している 4.2)。  

































囲の広い実用的な RC および PRC スラブ部材の長期たわみ計算法を提案する。  
・ 長スパンに対応できる PRC スラブの長期たわみ計算法の提案。  
・ 一方向スラブの長期たわみ計算法の二方向スラブへの展開。  
・ 片持ちスラブの長期たわみ計算法の提案。  
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４．２ ＰＲＣスラブの長期たわみ計算法  
 
４．２．１ 計算法の考え方  
 
本計算では，中実断面の一方向スラブを対象とする。  
PRC スラブの長期たわみ計算は，応力をプレストレスにより制御した RC スラブと
考えて定式化する。プレストレス導入により PRC スラブは RC スラブに対して下記の
影響を考慮する必要がある。  















8                            (4.2)  
ここに，a：PC の鋼材ライズ，P：PC 鋼材の緊張力  
 
長期たわみ計算に際して，作用応力の計算時に長期荷重 w からこの吊り上げ荷重
wp を差し引き，残りの荷重 w-wp による応力に対して長期たわみを計算する。  
 
  aapp MxMw
ww









図４．１ 吊り上げ力による荷重キャンセル  
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レストレスによる平均軸力σ g=P/Ac の分だけひび割れ耐力が上昇するとして Mcr を下
式により計算する。  
 
 ZM gshBcr   7.056.0                 (4.4) 









解析（Mean-Stress 法） 4.3)により検討した。図４．２にクリープ解析による鉄筋応力  
σ s と曲げモーメント M との関係を示す。実線はψ=ε sh=0 とした瞬時の関係を，破線
はψ=3.0，ε sh=4×10-4 とした長期の関係を示している。本解析では，アンボンド部材
を想定して PC 鋼材の応力増分を無視している。図４．３にはσ g=3N/mm2 のときの圧
縮側コンクリートひずみε c の分布を示す。瞬時においては，図４．２に示す様にσ s









 ４．２．３ 既往の実験結果との比較による適合性の検討  
 












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































case1 ○ － ○
case2 ○ ○ ○
case3 ○ － －



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































４．３．１ 既往の研究  
 
 小柳等 4.10)は、持続荷重下における剛性の変化を考慮した曲げモーメント－曲率関




係数 K は、辺長比λと最大縁応力σmax の関数として下式で与えられている。  
 
    max3001.01.020.1  K                   (4.5) 
 但し、λ>2.0 のときλ=2.0、σmax>3N/mm2 のときσmax=3N/mm2 とする。  
 














 山本 4.13)は、RC 造二方向スラブの長期的な変形特性を把握するため、実大規模の
RC 造二方向スラブの持続載荷実験を行っている。λ=1.0、スパン 4.5m、スラブ厚さ





















４．３．３ 計算フロー  
 
図４．７に計算フローを示す。  
（ⅰ）分担荷重 wx、wy の計算  
分担荷重の初期値を、プレストレスによる吊
り上げ荷重 wp4.1)を考慮して、RC 規準に示され
































        (4.8) 
ここに、ax ,ay：短辺方向および長辺方向の PC 鋼材のライズ、Px ,Py：短辺方向およ
び長辺方向の PC 鋼材の緊張力、x：荷重キャンセル率（=wp/w）  
 
（ⅱ）各方向の長期たわみδ tx、δ ty の計算  
（ⅰ）で求めた分担荷重を用いて、X（短辺）、Y（長辺）各方向の長期たわみδ tx、
分担荷重：w x ,w y
 tx、  tyの算定
    No










δ tx -δ ty の値が許容誤差以下であれば、δ tx が二方向スラブとして求めた長期たわみ 
δ t である。δ tx-δ ty の値が許容誤差を超える場合は、これが許容誤差以下となるまで
繰り返し分担荷重を修正して再計算を行う。  
 










限要素解析には、市販プログラムである MIDAS/Gen を使用した。  
たわみの解析結果を図４．８に示す。有限要素解析によるスラブ中央部でのたわみ
は 6.25mm となり、本計算法による長期たわみ計算結果 6.40mm とよい近似が得られ
 










一方向として、すなわち分担荷重を (4.7)式として求めた長期たわみをδ t1 とする。
二方向として求めた長期たわみδ t とする。両者の関係を整理できれば、繰り返し計算
することなくδ t1 からδ t を求められることから両者を比較する。第５章表５．１に示
す二方向スラブの解析ケースに対してδ t1 およびδ t を求め、両者を比較した。γ=0.5
の場合の RC スラブおよび X 方向にプレストレスを導入した PRC スラブのδ t-δ t1 関
係を、それぞれ図４．９ (a)、(b)に示す。PRC スラブの荷重キャンセル率 x は 0.4 とし
た。  
λにより両者の関係に違いが見られる。λ=1.0 の場合は、長辺方向とみなす Y 方向
の鉄筋を X 方向の内側へ配筋している。そのため Y 方向のひび割れ断面剛性が X 方
向に比べて小さくなるため、長期変形後の X 方向の分担荷重が弾性解析時に比べて大
きくなり、全体的にδ t がδ t1 に比べて大きくなっている。λ=1.5 および 2.0 の場合は、
主応力方向である X 方向の長期変形時における剛性低下が Y 方向に比べて大きいため、
X 方向の分担荷重が弾性変形時に比べて小さくなり、δ t はδ t1 に比べて小さくなって
いる。このように、δ t とδ t1 の関係は、X 方向と Y 方向の長期変形後の剛性により決
まり、δ t1 はδ t に対して±20%程度のばらつきを有している。  
以上の結果を踏まえ、両方向のたわみ倍率を用いてδ t1 を補正する。分担荷重を (4.7)、
(4.8)式として求めた X、Y 方向の弾性たわみをδ ex1、δ ey1、長期たわみをδ tx1、δ ty1
とする。δ tx1、δ ty1 を各方向の弾性たわみで除して求めたたわみ倍率を Kx1、Ky1 とす






















                  (4.10) 
 
交差梁理論を適用し、δ tx1=δ ty1 として X 方向の分担荷重 wxt を求めると下式となる。 
 
      wxllKK lw yxyx xxt  14411
4




δ ec から長期たわみδ t c を求めると以下のようになる。  
 























               (4.12) 
  
図４．９と同様のケースに対してδ t とδ t c を比較したのが図４．１０である。δ tc
はδ t に対して、RC スラブ、PRC スラブ共±10%の範囲で予測できている。たわみ倍




















(a) ＲＣスラブ  
 
































(a) ＲＣスラブ  
 

















４．３．６ 適合性の検討  
 
既往の実験結果 4.13 )～ 4.16)を用いて二方向スラブの長期たわみ計算法の適合性を検討
する。表４．６に二方向スラブの長期たわみ実験結果と本計算法による計算値を示す。
比較に用いた試験体は全て実大規模のスラブであり、合計 8 体である。芳賀の試験体
の内 S2 、S3 の 2 体は、X 方向にアンボンド PC 鋼材によりプレストレスを導入した




で 0.5mm、RSS で 0.3mm の初期たわみを仮定し、実測値に加えた。芳賀の実験におい
て計測されたたわみには、スラブを支持する大梁のたわみも含まれている。そこで、
第３章で提案した長期たわみ実用計算法により求めた大梁（断面寸法 400×600）のた
わみにより実験値を補正した。補正値は、S1、S3 に対して 0.95mm、S2 に対して 1.90mm
である。補正した実験値および計算値と実験値の比を、表４．６の（）内に示す。  
田中の S2 の荷重については、文献 4.15)においては積載も仕上げもない自重のみと記
載されていたが、実際は床仕上げや間仕切り、本棚やベッド等の生活備品が搭載され
ていたことを著者に確認したため、間仕切り含めた仕上げ荷重として 1.2kN/m2、積載























図４．１１ 実験結果との比較  
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＊：仕上げ＋積載荷重を考慮  


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 検討用応力 Ma は、片持ちスラブの固定端応力として下式により計算する。  
 
2
2wlM a                           (4.13) 
 
 等価断面 2 次モーメント Ie は、端部における (3.18)式を用いる。  
 
（２）乾燥収縮によるたわみ 
 ひび割れを考慮した等価曲率φ she は、端部における (3.32)式を用いる。ただし、端





                          (4.14) 
 
（３）端部筋の抜け出しによるたわみ 
 (3.41)式により抜け出し量 So を計算し、So から下式により端部筋の抜け出しによる





































表４．７ 試験体の種類  






















図４．１１ 試験体の形状および配筋状況（実験Ⅰ）  
 
図４．１２ 試験体の形状、配筋状況および持続載荷装置（実験Ⅱ）  
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8.83 14120x200 0.75 41.8 28341 5.30 1.59
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図４．１３ 実験結果との比較  
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4.4）松崎ほか：アンボンド PC 鋼より線を用いた RC 造床スラブの長期たわみに関する
実験的研究（その１），鹿島建設技術研究所年報，第 28 号，pp.115-122，1980.7 
4.5）岡本ほか：アンボンド PRC 造床スラブの構造性能に関する長期載荷実験，日本建
築学会大会学術講演梗概集，pp2029-2030，1984.10 






4.9）CEB-FIP Model Code 1990, July 1991 
4.10）武田寿一、中根淳、小柳光生：鉄筋コンクリート床スラブの長期たわみに関する




4.12）D.E.Branson：Defrections of Reinforced Concrete Flexural Members； Journal of ACI、


























５．２ 検討を行う要因  
 



























鉄筋位置：短辺方向 dt=dc=35mm（かぶり厚さ 30mm）  
長辺方向 dt=dc=45mm（かぶり厚さ 40mm）  
鉄筋断面積：本節で示す pt は端部上端筋（二方向スラブの場合は短辺方向）での値
を基準とする。  
中央部下端の断面積は、端部上端筋の 0.78 倍（D10･13 の D13 に対す
る比率）とする。  
長辺方向の配筋：λ=1 のときは短辺と同配筋、λ=1.5 および 2 のときは、短辺端部
上端筋断面積の 0.56 倍（D10 の D13 に対する比率）で上下同配筋
とする。  
鉄筋径：短辺方向 端部 D13、中央部 D10･D13 交互  
    長辺方向 λ=1 のとき、短辺と同径  
λ=1.5 および 2 のとき、全て D10 
































要因 記号 単位 パラメータ：（）は、γの影響の検討に用いる
スラブ厚さ（RC） 120 150 200 250 300
スラブ厚さ（PRC） 200 300 400
スパン（RC） 3 4 5 6 7 8
スパン（PRC） 8 9 10 11 12 13
鉄筋比 p t % 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2
複筋比  0 0.5 1 ( 1.5 ) ( 2 )
コンクリート強度  B N/mm2 18 24 30 50
ヤング係数 E c ×104N/mm2 2.06 2.27 2.45 2.90
クリープ係数  1 2 3 4
乾燥収縮ひずみ  sh ×10-4 2 4 6 8
プレストレス x 0.2 0.4 0.6 0.8










いて検証する。ここでは、スパン l との比としてスパン /スラブ厚さ比 l/H との関係で
整理する。図５．１はδ t および K と l/H との関係をスラブ厚さ毎に示したものである。


















































































大きくなっている。また、同じ l/H でも H が大きい程、すなわち l が大きい程δ t は大
きくなっている。これは、等分布荷重を受けるδ e が l4/H3 に比例することに起因して
いる。  
K について見ると、l/H≧20 においては、pt が小さい程ひび割れ断面剛性が小さくな
るため、pt=0.4%のときは l/H の増大に合せて K も大きくなっているが、pt=1.0%の場
合は逆に l/H の増大に対して K が同程度か若干小さくなっている。また、 l/H＜20 に
おいては pt に関係なく l/H の増大に対して K が小さくなる関係を示しており、K は
l/H=20 付近において最小値を示す結果となった。  
この結果と合せて、 l/H＜20 においては、δ t≦5mm となっておりたわみが問題とな
らないこと、l/H≧20 において l/H を小さくすることによるたわみ抑制効果が現れてい
ることを総合的に判断し、 l/H=20 がたわみ制御を行うための下限値として位置づけ、
後述する l/H=35 程度を上限として、 l/H をこの範囲で小さくすることで、たわみを合
理的に制御することができる。  
l/H によるたわみ抑制効果を具体的に示すと、H=150mm、pt=0.4%の場合で、図５．
１ (a)に示すようにおおよそδ t が (l/H)5 に比例する関係があり、 l=5m、 l/H  =33.3 で  
δ t=26.6mm に対して、H=200mm として l/H =25 とするとδ t=7.5mm となり、H を 150mm













化させた場合の関係であり、横軸は鉄筋の総量が等しいγ=0 の部材の pt で表示してい










K については、応力が大きくひび割れ領域が大きくなると、pt の増加に対して K が
小さくなる関係を示すが、応力が小さくひび割れの少ない部材に対しては、pt が大き


































































































































コンクリート強度σ B の増大により、ひび割れ耐力 Mcr とヤング係数 Ec が大きくな
り、たわみを抑制することができる。図５．３は、δ t および K とσ B の関係をスパン
毎に示したものである。Mcr は第３章 (3.4)式により、Ec は RC 規準の式により求めた。








































































































図５．４は、δ t および K とクリープ係数ψとの関係（γ=0）をスパン毎に示した





計算上は Et と Ie の計算において考慮するψが互いに打ち消し合うため、ψの影響が小
さくなる。  
図５．５は、H=150mm および 300mm のときのδ t および K と乾燥収縮ひずみε sh
との関係をスパン毎に示したものである。両関係は、ε sh に対して線形関係にあり、
応力が大きく、ひび割れ発生領域が大きい程、ε sh の増大に対するたわみの増大が大





































(a)  δt（H=150mm,γ=0） 
 
図５．４ δt-ψ および K-ψ 関係 
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(c) δt（H=300mm, pt=0.4%） 
 






















果を定量的に把握する。図５．６は、δ t および K と荷重キャンセル率 x との関係をス
パン毎に示したものである。なお、本検証においては、第４章で示した PRC スラブの
長期たわみ計算法において、プレストレスの効果を吊り上げ力による荷重キャンセル
効果のみとし、Mcr の導入軸力による効果は無視した。  




























































































K については、x が大きく応力が小さいため、乾燥収縮による影響の大きい場合に K
が大きくなっていることを除き、x に関係なくほぼ一定となっている。これは、δ e に
おけるプレストレスのたわみ抑制効果が、δ t に対しても同じように現れていることを














図５．８に、λ=1.5 とλ=2.0 のときのδ t（それぞれδ t(1.5)、δ t(2.0)とする）のλ
=1.0 のときのδ t（δ t(1.0)とする）に対する割合をスラブ厚さ毎に示す。δ t /δ t(1.0)
の値は、同一の H において l が大きくなる程大きくなっており、λ=1.5 のとき 1.2～

















































図５．７ δt-λ 関係 
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(a) δt（H=150mm, l=5m,γ=0.5） 
 


















(b)  K（H=150mm, l=5m,γ=0.5） 
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付着強度τ y0 および付着剛性 K0 を用いる。  
図５．９は、δ t および K とτ y0 の関係を鉄筋比毎に示したものである。鉄筋比が小
さく、σ s が大きいほど、τ y 0 が小さい範囲で、δ t が大きくなっており、τ y 0 の影響
が現れている。これは、bi-linear でモデル化したτ -s 関係において、τ y0 が小さいほ
ど、σ s が大きいときのτ -s 関係における塑性域の影響を大きく受けるためである。こ
のように、σ s が大きいほどτ y0 の影響が大きいことから、σ s を鉄筋の長期許容応力
度である 200N/mm2 となるように等分布荷重の値を調整して求めたδ t および K とτ y0
の関係を図５．１０に示す。どの条件に対しても両者の関係は平行になっており、  
τ y0 はσ s によりその影響の大きさが決まることが示された。同関係において、τ y0≦
4N/mm2 でδ t の変化が大きくなっているが、これを超える範囲ではδ t の変化は小さく
なっている。τ y0 が 4N/mm2 以下の小さい場合は、その影響を考慮する必要があるが、
それ以上の場合は、τ y0 の影響は小さくその影響を考慮しなくてもよいといえる。  
図５．１１はδ t および K と K0 の関係を鉄筋比毎に示したものである。K0 が 40N/mm3
より小さい範囲で K0 が小さいほどδ t が若干大きくなっているが、それ以上ではほぼ
一定となっており、K0 のδ t に及ぼす影響は小さくなっている。これは、K0 の影響は
τ -s 関係が弾性域にあるσ s の小さい場合に現れ、K0 の小さい程、同じτ y0 の場合弾性




























(a) δt（H=150mm, l=5m,γ=0.5） 
 























 施工精度の影響として、上端筋位置が下がった場合のδ t に及ぼす影響の大きいこと
は、既往の研究 5.2 )、 5.3)などにおいても指摘されているが、ここでその影響を定量的に
評価する。図５．１２は、δ t および K と有効せい比との関係をスパン毎に示したも
のである。有効せい比は、端部断面において、正規の上端筋位置により決まる有効せ
い d に対し、上端筋がΔd だけ下がることによって有効せいが d’=d-Δd に変化したと

























































































さくなることにより、δ s が増大することで説明できる。  
 図５．１３にδ s のδ t に対する割合と有効せい比の関係をスパン毎に示す。条件に
よりδ s/δ t の大きさは変化しているが、本計算においては、0.1～0.6 の範囲にあり、
δ s の影響の大きいことを示している。端部上端筋の抜け出し量が大きく抜け出しに伴
う曲率の大きくなる、H の小さいほど、pt の小さいほど、δ s/δ t が大きくなっている。
スパンが小さく、δ t の小さいほど、δ s の割合が大きい傾向を示しているが、δ t が問
題となるある程度大きな範囲では、有効せい比が 1.0 のときのδ s/δ t は、H=150mm で
0.3 程度、H=300mm で 0.2 程度となっており、既往の報告で指摘されている割合と同
程度となっている。これに対して、上端筋が下がることで、有効せい比が 0.7 まで低
下すると、δ s/δ t は、H=150mm で 0.5 程度、H=300mm で 0.3 程度となる。  
 図５．１４に各有効せい比のときのδ t に対する有効せい比が 1.0 のときのδ t に対
する増大率δ t/δ t(d’/d=1.0)と有効せい比との関係をスパン毎に示す。両者の関係は、




誤差として 30mm の下がりが生じたとすると、有効せい比は H=150mm で 0.74、
H=300mm で 0.89 であり、1/(d’/d)1.5 の関係で見ると、δ t/δ t(d’/d=1.0)は H=150mm で










を踏まえて、上端筋の下がりの許容差を -10mm とすると、有効せい比は H=150mm で
0.91、H=300mm で 0.96 であり、1/(d’/d)1.5 の関係で見ると、δ t/δ t(d’/d=1.0)は H=150mm




































































































 表５．２ ＲＣスラブの施工精度に関する研究  
No. 発表年 論文名 頁 著者 題名 研究概要 施工部位と誤差 設計への反映


















































































































































































長期たわみδ t と鉄筋応力σ s の関係を調べ、強度ではなく変形で決まるスラブ厚さ
の限界を検証する。図５．１５は、λ=1.5 の二方向スラブ、γ=0.5 に対して、δ t お
よび K と端部上端筋におけるσ s との関係を表 2 に示す pt をパラメータとしてスラブ
厚さ毎に示したものである。同図に示す各スラブ厚さ毎のδ t-σ s 関係から、スラブ断
面決定条件が強度、変形のどちらであるかを把握することができる。  
ここで、たわみ限界値を RC 規準に従い l/250 とし、図５．１５ (a)、 (c)に示したた
わみ限界値とσ s=200N/m2 の交点に重なるときのスラブ厚さが、本計算法により示さ
れるたわみの検討を要しないスラブ厚さの最小値とする。これよりスラブ厚さが小さ
い場合は、σ s=200N/m2 に達する前に、δ t が限界値を超えるスラブ厚さである。図５．




により求められるスラブ厚さ最小値は、RC 規準と比べて l=4m の場合はほとんど同じ
であるが、l が大きくなる程小さくなっており、以前から指摘 5.4)されている、l=6m 程
度を超えると RC 規準によるスラブ厚さは厚めに算定する傾向と同様の結果となって
いる。これは、RC 規準のスラブ厚さ最小値の規定が、K を一律 16 倍としていること
に起因している。図５．１５ (b)、 (d)の K-σ s 関係に示すように、 l が大きくなる程 K
は全体的に小さくなる傾向を示しており、l=4m のときはほぼ RC 規準で規定する K=16
となっているが、 l=6m のときは K=12 程度になっている。図５．１５ (a)、 (c)には、
RC 規準のスラブ厚さ最小値に対してほぼたわみ限界値と対応する K=16 としたときの
関係も示しているが、RC 規準では、この実際よりも大きなたわみが発生することを
前提にしていることから、スラブ厚さが大きく評価されていると考えられる。  
l=6m のモデルに対して、ε sh=8×10-4 とした場合の関係を図５．１６ (a)、(b)に示す
が、ε sh の影響でδ t が大きくなっており、スラブ厚さの最小値も H=205mm（ l/H=29.3）
となり、RC 規準によるスラブ厚さとほぼ同じ結果となった。コンクリートの材料特




l x (m) 4 5 6 7 8
①本計算法 115 145 170 195 225
②RC規準 118 156 198 244 293















































































































































のひとつである。図５．１７は、図５．１５と同様の条件に対してδ t および K と端
部上端筋における長期平均ひび割れ幅 wavt との関係を示したものである。ひび割れ幅




以上の検討より、 l=4～8m の RC スラブに対して、δ t とσ s 及び wav との関係から、
たわみ限界値を l/250 としてたわみの検討を要しないスラブ厚さの最小値を求めた結


































































































































































































（７）辺長比を 1 に近づけることによって、大きなたわみ抑制効果を期待できる。  
（８）付着強度の長期たわみに及ぼす影響は、鉄筋比が小さく鉄筋応力が大きいほど、
付着強度が 4N/mm2 以下の小さい範囲で大きくなっている。  
（９）上端筋の下がりのδ t に及ぼす影響は大きく、上端筋の下がりによる長期たわみ
の増大率は、平均的には 1/(d’/d)1.5 の関係で表される。施工誤差として 30mm の
下がりが生じたとすると、長期たわみが 20～60%程度増大する可能性がある。 
（10）長期たわみと鉄筋応力、長期ひび割れ幅との関係から、たわみの検討を要しな
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第６章 ＲＣおよびＰＲＣスラブの長期たわみ制御設計法  
 




















 本設計法で適用するコンクリート系スラブを以下に示す。  






的に一体化するハーフ PCa スラブについても、PCa 部と場所打ち部のコンクリ
ートの収縮差を考慮することで適用することができる。  
４）長期たわみ計算法のコンクリート強度の適用範囲として、RC 規準と同様に 18








RC 規準 19996.1)におけるコンクリート材料の適用範囲を表６．２に示す。  
コンクリート強度については、表６．１に示すように RC 規準に示される設計基準
強度 18～60N/mm2 の範囲においては、概ねその妥当性が確認されているため、その適















強度として RC 規準と同じ 18～60N/mm2 としている。  
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表６．２ ＲＣ規準 1999 における適用範囲 
要因 単位






スラブ厚さ（RC） 120 ～ 250 100 ～ 200 120 ～ 300
スラブ厚さ（PRC） 150 ～ 170 130 ～ 250 200 ～ 400
スパン（RC） 3.5 ～ 6.22 3.08 ～ 6 3 ～ 8
スパン（PRC） 6 ～ 6 6 ～ 9 8 ～ 13
引張鉄筋比 p t % 0.37 ～ 0.51 0.28 ～ 0.91 0.20 ～ 1.20
複筋比  0.36 ～ 0.5 0.00 ～ 1 0 ～ 1
コンクリート強度 σ B N/mm2 24.6 ～ 28.7 13.8 ～ 27.9 18.0 ～ 50
ヤング係数 E c ×104N/mm2 1.92 ～ 2.41 1.37 ～ 2.44 2.06 ～ 2.90
クリープ係数  1.92 ～ 3.43 1.48 ～ 4.60 1 ～ 4
乾燥収縮ひずみ ε sh ×10-4 2.75 ～ 9 1.53 ～ 6 2 ～ 8
プレストレス量 x 0.28 ～ 0.37 0.17 ～ 0.67 0.2 ～ 0.8









































図６．１ 段階的手法フロー  
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ひび割れの影響は、作用応力 M とひび割れ耐力 Mcr との比較によりひび割れの発生
を判定し、ひび割れが発生すると判定される場合は、ひび割れ領域断面 2 次モーメン
ト Icr により剛性を評価することで考慮する。ひび割れ発生領域の大きさとひび割れの
有無に応じた断面 2 次モーメントから、スパン全長に対して等価な断面 2 次モーメン
ト Ie を求め、全断面有効部分の曲率との比として下式によりひび割れによるたわみ倍










K                        (6.2) 
ここに、Ec：コンクリートのヤング係数、 Ig：全断面有効断面 2 次モーメント（鉄
筋の存在を無視）、 Ie：等価断面 2 次モーメント  
 
等価断面 2 次モーメント Ie は、第３章において提案した (6.3)～ (6.5)式により求める。
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中立軸比 xn1 およびひび割れ領域断面 2 次モーメント Icr は、式を簡単にするため、ひ























































III                          (6.5) 













                 (6.6) 











               (6.7) 
  
クリープによる影響は、等価ヤング係数法により考慮する。ひび割れとクリープに
















る曲率φ she を用いて計算した乾燥収縮によるたわみδ sh を弾性たわみδ e で除して求
める。φ she は下式により求めた端部（φ she1）と中央部（φ she2）の値の平均値とする。






























































                         (6.11) 
 
表５．１に示す解析ケースに対して、γ=0.5、ψ=3.0、ε sh=4×10-4 の場合の RC ス
ラブの場合の、詳細法により求めたδ sh とφ shel2 との関係（γ=0.5）を図６．２に示す。
δ t の算出にあたり、σ s が長期許容応力度である 200N/mm2 を超えるものついては同
図から除外している。両者はほぼ線形関係とみなすことができる。この結果を踏まえ、






l                           (6.12) 
  


























 端部筋の抜け出しによるたわみ倍率 Ks は、端部筋の抜け出し量 So による回転角θ
により生じるたわみとして計算した端部筋の抜け出しによるたわみδ s を、δ e で除し
て求める。  
 So は、図３．４に示すτ -s 関係が弾性域にある場合の抜け出し量 Seo を  (6.14)式に
より求め、τ -s 関係が弾塑性両域にわたる場合のすべり量 So を (6.15)式により計算す
る。  表５．１に示す解析ケースに対して、 (6.14)式による Seo を詳細法により求めた
Seo との比較した結果を図６．３に示す。(6.14)式による Seo は詳細法とほぼ同じ値で予
測できており、予測精度を保持しつつ、算定式の簡略化を図ることができた。  
 






 1 、 ts EEn   、 cs AAp     
eoo SS           0.1yteo SS                (6.15) 
   ytyteoo SSSS 3.07.0 2    0.1yteo SS  
tytyt KS   




 Ks は、下式により計算する。  
 

























               (6.16) 
 
















び割れ耐力の下限値である 0.38√σ BZ とした場合の計算値も併せて示している。  
簡易法による値は、実験値に対して 1.0～1.4 倍程度の値となっており、簡易な手法
として必要な精度を確保しつつ、安全側に予測できている。Mcr を 0.38√σ BZ とする
と、Mcr の過大評価により、計算値は Mcr を (3.4)式で評価した場合に比べて若干小さく
なっており、実験値を危険側に評価する場合もあるが、概ね実験値を捉えることがで
きている。  
図６．６に、RC 規準付 7 による値と実験値の比較を示す。RC 規準付 7 の計算式は、
文献 6.3)に拠った。RC 規準による値は、簡易法に比べて全体的に小さく、実験値に対
して 0.4～1.0 倍程度となっている。最大たわみとして 1.5 倍した値でも、実験値に対









を確保しつつ安全側に予測できている。Mcr を 0.38√σ BZ とした場合も、簡易法と概
ね同様の精度で予測できているが、山本の B に対しては過小評価となった。これは、
本試験体の乾燥収縮ひずみが 9×10-4 と非常に大きく、Mcr を (3.4)式で求めた値に対し
て 0.38√σ BZ が過大評価となり、ひび割れの影響を過小評価したためである。  





が抑制されているのに対して、RC 規準付 7 では、乾燥収縮によるたわみをひび割れ
断面として求めているため、乾燥収縮によるたわみが大きく評価されたためである。  
 
６．６．４ 簡易法との比較によるＲＣ規準付 7 の特徴 
 
表６．６に、簡易法と RC 規準付 7 の計算法の比較を示す。RC 規準付 7 による値が
簡易法に比べて小さくなった要因としては、  
・  瞬時ひび割れ耐力式の準用による、ひび割れ耐力の過大評価  
・  乾燥収縮によるたわみ倍率を、曲率の比により計算することによる過小評価  











































(a) ＲＣスラブ  
 










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































６．７．１ 支持条件を考慮した詳細法  
 
 第３章、第４章で提案した長期たわみ計算法を、支持条件を考慮して計算式を修正
する。分担荷重の初期値を、X、Y 各方向の両端支持部の固定度α x、α y を用いて、(4.7)、
(4.8)式を以下のように修正する。  
 





x  15454 44
4
              (6.17) 
      wxll lw yxyx xy  15454 44
4



















2                (6.19) 
 
弾性たわみδ ex は、両端固定支持のときのたわみδ e0 x を基本として、α x を用いて下
式のように計算する。  
 
  xexex 054                         (6.20) 
 
乾燥収縮によるたわみδ shx は、α x>0 の場合は (3.37)式により計算し、α x=0 の場合は






l                          (6.21) 
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 一方向として、分担荷重を (6.7)、(6.8)式で求めた各方向の長期たわみδ tx1、δ ty1 から、
たわみ倍率 Kx1、Kx2 を求めるときに用いる弾性たわみδ ex1、δ ey1 は、両端を固定支持
条件とした弾性たわみとする。  
  
６．７．２ 支持条件を考慮した簡易法  
 
 (6.1)式において、固定度を考慮して下式のように修正する。  
 
 

















      (6.22) 
 






  00 22 MkEKM BAABAB                     (6.23) 
 
 左右対称条件の場合、MAB=MBA=MA、kAB=kBA=kA、θB=θA とすると  
 
006 MkEKM AAA                        (6.24) 
 ここに、K0：標準剛度、kA：剛度（=I/l）、M0：固定端モーメント  
 





                          (6.25) 



















固定端よりθ A を求める位置までの距離  
 
 MA と MT のつり合い式より、θ A は下式のように計算できる。  
    







A                        (6.27) 
 
 大梁のねじれ剛性を考慮した固定度は下式により計算する。  
 
0M















のたわみδ f は、自重による応力に対して、ひび割れを考慮して下記により計算する。 
 
  101 54 xfexfex                        (6.29) 































                (6.32) 
ここに、δ fex1：分担荷重の初期値で求めた固定度を考慮した自重による弾性たわみ  
δ fe0x1：分担荷重の初期値で求めた両端固定支持とした自重による弾性たわ
み  
δ fx1：ひび割れによる剛性低下を考慮した自重によるたわみ  
Kcrx1：ひび割れによるたわみ倍率（=Ig/Ie）  
Kcrx1’：δ fx1 をδ fe0x1 で除して求めたたわみ倍率  
wD：自重による等分布荷重  
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６．９ 長期たわみ制御設計例  
 
本節では、RC スラブおよび PRC スラブを例題としてそれぞれ取り上げ、長期たわ
み制御設計を具体的に行った結果を報告する。  
 
６．９．１ ＲＣスラブ  
 
 RC スラブについては、短辺スパンが 4.5m の一般的なものと、7.0m の長スパンのも
のの２例に対して設計する。  
 




 スパン：短辺方向 4.5m 
長辺方向 7.0m 
辺長比 1.56 
 支持条件：周辺固定  
 積載荷重：1800N/m2 
 仕上げ荷重：800N/m2 






 集合住宅であることを考慮して、RC 規準に示されている lx/400 かつ 20mm 以下とし
て許容値δ ta を設定する。  
 δ ta=lx/400=11.25mm 
 
（３）スラブ断面の設計 
 スラブ厚さを仮定の上、荷重条件から求めた応力に対して、スラブ断面を設計する。  
 スラブ厚さ：150mm 

























 簡易法で求めた長期たわみは 11.18mm となり許容値を下回るため、本例は簡易法の
みでも設計を終了することができるが、詳細法による検討も行うこととする。  
ⅱ）詳細法  
 詳細法により求めた計算結果を下記に示す。  
 Kx1=9.90 
 Ky1=7.36 
 δ tc=8.08mm 
 δ f=0.51mm 








 スパン：短辺方向 7.0m 
長辺方向 10.5m 
辺長比 1.5 
 支持条件：短辺方向：妻側 半固定（固定度 0.5）、連スパン側 固定  
長辺方向：両端固定  
短辺方向は、両端の固定度の平均として、固定度 0.75 として計算する。 
 積載荷重：1800N/m2 
 仕上げ荷重：800N/m2 






 集合住宅であることを考慮して、RC 規準に示されている lx/400 かつ 20mm 以下とし
て許容値δ ta を設定する。  
 δ ta=lx/400=17.5mm 
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 （３）スラブ断面の設計 
 スラブ厚さを仮定の上、荷重条件から求めた応力に対して、スラブ断面を設計する。  
 スラブ厚さ：250mm 
























 簡易法で求めた長期たわみは 20.06mm となり許容値を超過するため、詳細法により
検討を行うこととする。  
ⅱ）詳細法  
 詳細法により求めた計算結果を下記に示す。  
 Kx1=12.82 
 Ky1=5.90 
 δ tc=15.55mm 
 δ f=1.82mm 




６．９．２ ＰＲＣスラブ  
 
PRC スラブについては、PRC 指針付 2.46.4)に掲載されている短辺スパンが 6.2m のス
ラブと、10m の長スパンスラブの２例に対して設計する。  
 















 プレストレスによる荷重キャンセル率  
  0.4 を目標とする。  




 集合住宅であることを考慮して、RC 規準に示されている lx/400 かつ 20mm 以下とし
て許容値δ ta を設定する。  




本例は、PRC 指針付 2.4 と同じ断面とする。  
 スラブ厚さ：180mm 
























 簡易法で求めた長期たわみは 9.46mm となり許容値を下回るため、本例は簡易法の
みでも設計を終了することができるが、詳細法による検討も行うこととする。  
ⅱ）詳細法  
 詳細法により求めた計算結果を下記に示す。  
 Kx1=6.51 
 Ky1=6.34 
 δ tc=7.40mm 
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 δ f=0.75mm 








 スパン：短辺方向 10m 
長辺方向 15m 
辺長比 1.5 
支持条件：短辺方向：妻側 半固定（固定度 0.5）、連スパン側 固定  
長辺方向：両端固定  
短辺方向は、両端の固定度の平均として、固定度 0.75 として計算する。 
 積載荷重：1800N/m2 
 仕上げ荷重：800N/m2 




 プレストレスによる荷重キャンセル率  
  0.4 を目標とする。設計キャンセル率は 0.44 である。  
 
（２）長期たわみ許容値 
 集合住宅であることを考慮して、RC 規準に示されている lx/400 かつ 20mm 以下とし
て許容値δ ta を設定する。  
 δ ta=lx/400=25mm → 20mm 
 
（３）スラブ断面の設計 
 スラブ厚さを仮定の上、荷重条件から求めた応力に対して、スラブ断面を設計する。  
 スラブ厚さ：310mm 

























 簡易法で求めた長期たわみは 22.88mm となり許容値を超過するため、詳細法により
検討を行うこととする。  
ⅱ）詳細法  
 詳細法により求めた計算結果を下記に示す。  
 Kx1=10.56 
 Ky1=5.38 
 δ tc=19.36mm 
 δ f=2.70mm 













値の違いによる設計スラブ厚さの違いは、RC スラブと同様に現れている。  
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第７章 結論  
 































（３） 端部筋の抜出しによる影響は、線形近似法で予測可能である。  
（４） 各要因のたわみに及ぼす影響は、ひび割れによる影響が一番大きく、全たわみ
に占める割合は 30～40％程度であり、クリープ、乾燥収縮はそれぞれ 15～20％、
































































（７）辺長比を 1 に近づけることによって、大きなたわみ抑制効果を期待できる。  
（８）付着強度の長期たわみに及ぼす影響は、鉄筋比が小さく鉄筋応力が大きいほど、
付着強度が 4N/mm2 以下の小さい範囲で大きくなっている。  
（９）上端筋の下がりのδ t に及ぼす影響は大きく、上端筋の下がりによる長期たわみ
の増大率は、平均的には 1/(d’/d)1.5 の関係で表される。施工誤差として 30mm の
下がりが生じたとすると、長期たわみが 20～60%程度増大する可能性がある。 
（10）長期たわみと鉄筋応力、長期ひび割れ幅との関係から、たわみの検討を要しな




























（２） 簡易法は、長期たわみδ t をひび割れによる剛性低下、コンクリートのクリー
プ・乾燥収縮、および固定支持部からの鉄筋の抜け出しの４つの要因を考慮し
て、各要因によるたわみの和としてたわみ倍率 K を用いて表す。簡便に計算で
































 本研究では、鉄筋とコンクリート間の付着性状を表すτ -s 関係を、既報に基づき
bi-linear モデルを用いて評価しているが、コンクリート強度や鉄筋径、鉄筋のふし形
状等の影響が不明確であり、その影響を十分反映できていない。特に、スラブで主に



































100  'SAVE "D:¥MyDocument¥BASIC¥WT050921.bas",a 
1000 '********************************************************** 
1010 '******         RC スラブの長期たわみ計算          ********* 
1020 '******                 PRODUCED by T. IWATA      ********* 
1030 '********************************************************** 
1044 DIM X(20),X1(20),Y(20),N(20),LL(5000),M(5000),M1(5000),M2(5000) 
1045 DIM CRV0(5000),CRVG0(5000),CRVCR0(5000),CRVT(5000),CRVGT(5000),CRVCRT(5000) 
1050 OPEN "C:¥Documents and Settings¥iwatat25¥My Documents¥BASIC¥CALC¥H¥HTC3S4.CAL" FOR OUTPUT 
AS #1 
1051 AA=0.5:'BB=0.6 
1052 FOR I%=0 TO 3 
1053 READ SG1,SG2,SG3,SG4 
1054 DATA 0.730,0.506,0.249,0.568 
1055 DATA 0.641,0.390,0.162,0.510 
1056 DATA 0.568,0.316,0.114,0.458 
1057 DATA 0.509,0.265,0.085,0.414 
1059 D=120+30*I%:W=0.024*D+0.7+3  :L=4500:'PRINT "W";W 
1060 M0=W*L^2/12:'PRINT "M0";M0 
1070 M=M0 
1220 '**************** Constants ******************************** 
1230 B=1000: D=120+30*I%: D1=D-36.5 : D2=36.5 :DP=100:W=0.024*D+0.7+3  
1240 ES=205000  : EC=22700   : EP=200000  :FC=24  :FT=2.17 :AP=0 
1250 L=4500: K1=1  : K2=1  : N=10 :H=200:  CD=30  :DD=13  
1255 MCR0=0.56*FC^0.5*B*D^2/6 : 'PRINT "MCR0";MCR0 
1256 PO=0 :P1=0 :P2=0 :RR1=0.72 :RR2=0.72 
1260 '*********************************************************** 
1270 ACE1=(2*D2)^2*1000/150:ACE2=B*(2*CD+DD) 
1271 IF ACE1<ACE2 THEN ACE=ACE1 ELSE ACE=ACE2 
1281 'ACE=B*(2*CD+DD):'PRINT "WL";I%*100 
1282 FOR J=0 TO H :PRINT "J=";J 
1283 T=0  :EPSH=0:FAY=0:GOTO 1285 
1284 T=100:EPSH=400*10^-6:FAY=3.2   
1285 ET=EC/(1+0.5*FAY) 
1286 K1=1:K2=1:IF J=0 THEN K1=0:IF J=0 THEN K2=0 
1292 DL=L/2/H 
1293 LL(J)=DL*J :PRINT "LL=";LL(J) 
1297 M1(J)=-W/2*LL(J)^2+W*L/2*LL(J)-M:PRINT "M(J)=";M1(J) '作用モーメント  
1298 M2(J)=-W/2*LL(J)^2+W*L/2*LL(J)-M:'PRINT "M2(J)";M2(J) 'ひび割れ判定用Ｍ  
1299 IF M1(J)<0 THEN 1302 ELSE 1304 
1300 ' IF LL(J)<L/4 THEN 1302 ELSE 1301 'M 負領域  
1301 'A1=237 :A2=473 :MCRT=(0.392*FC^0.5-SG3)*B*D^2/6:GOTO 1306        '中央部鉄筋断面積  
1302 A1=660 :A2=A1*RR1:MCRT=(0.392*FC^0.5-SG1)*B*D^2/6:GOTO 1306       '端部鉄筋断面積  
1303 ' IF LL(J)<L/4 THEN 1305 ELSE 1304 'M 正領域  
1304 A1=473 :A2=A1*RR2:MCRT=(0.392*FC^0.5-SG4)*B*D^2/6:GOTO 1306        '中央部鉄筋断面積  
1305 'A1=473 :A2=660 :MCRT=(0.392*FC^0.5-SG2)*B*D^2/6                '端部鉄筋断面積  
1306 IF M1(J)<0 THEN M1(J)=ABS(M1(J)) 
1307 M(J)=M1(J): 'PRINT "M(J)";M(J) 
1308 IF M2(J)<0 THEN M2(J)=ABS(M2(J)): 'PRINT "M2";M2(J) 
1309 PE=A1/ACE :'PRINT "A1";A1 
1310 N1=ES/EC*(1+FAY) 
1313 XN1=(0.5*B*D^2+(N1-1)*(A1*D1+A2*D2))/(B*D+(N1-1)*(A1+A2)): 'PRINT "XN";XN 
1314 IC=B*D^3/12+(N1-1)*(A1*(D1-XN1)^2+A2*(XN1-D2)^2): 'PRINT "IC"; IC 
1315 IF T=0  THEN 1319 ELSE 1316 
1316 IF J=0 THEN 1360 
1317 IF MCRT>M2(J) THEN 1319 ELSE 1360 
1319 IF T=0  THEN 1320 ELSE 1321 
1320 CRVG0(J)=M(J)/EC/IC:GOTO 1360 




1328 'ES1=(A1*D1+A2*D2)/(A1+A2):'PRINT "ES1";ES1 
1329 'G1=(B*D*D/2+(ES/EC-1)*(A1*D1+A2+D2))/(B*D+(ES/EC-1)*(A1+A2)): 'PRINT "G1";G1 
1330 'CRVSH=TS/EC/IC*(ES1-G1):'PRINT "CRVSH";CRVSH 
1331 CRVSH=0.5*EPSH*B*(XN1^2-(D-XN1)^2)/ IC 
1340 CRVGT(J)=CRVF+CRVSH:GOTO 3290:'PRINT "CRVGT";CRVGT(J) 
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1360 '************    efini t ion of functions   ******************* 
1410 'T=0  :EPSH=0:FAY=0:GOTO 1500 
1420 'T=100:EPSH=200*10^-6:FAY=1.6 
1500 '************************************************************** 
1510 '***************  ひび割れ有時の計算   ************************* 
1520 '************************************************************** 
1530 FOR I=1 TO N 
1540 ' IF T=9999 THEN 4095 ELSE 1610 














2000 '**************  Creep ( mean-stress method )   *************** 
2020 'FOR I=1 TO N  
2030 X(I)=0.25 
2160 IF T=0  THEN R4=0 ELSE 2180 
2170 GOTO 2270 
2180 DEF FNZ(K)=X(K)*Y(K)/N(K) 
2190 S=0 
2200 IF I=1 THEN 2260 
2210 FOR K=1 TO I-1 
2220 Z=FNZ(K-1)+FNZ(K):'PRINT "FNZ(0)=";FNZ(0),"FNZ(1)=";FNZ(1) 
2230 S=S+Z 
2240 NEXT K 
2250 R4=DF*(FNZ(I-1)+S)/2 : GOTO 2270 
2260 R4=DF*X(0)*Y(0)/2/N(0): 'PRINT "X0";X(0),"Y0";Y(0),"N0";N(0),"R4";R4,"FNZ(0)=";FNZ(0) 
2270 F=(R1*X(I)^2+R2*X(I)+R3)*(Q4*X(I)+Q5)-(R4*X(I)+R5)*(Q1*X(I)^2+Q2*X(I)+Q3):'PRINT "F";F 
2272 FX=3*(R1*Q4-R4*Q1)*X(I)^2+2*(R1*Q5+R2*Q4-R4*Q2-R5*Q1)*X(I)+R2*Q5+R3*Q4-R4*Q3-R5*Q2 
2280 X1(I)=X(I)-F/FX 
2291 IF ABS(X1(I)-X(I))>0.00001 THEN 2293 ELSE 2295 
2293 X(I)=X1(I) : 'PRINT "X";X(I) 
2294 GOTO 2270 
2295 X(I)=X1(I) : 'PRINT "X";X(I) 
2296 Y(I)=(Q4*X(I)+Q5)/(Q1*X(I)^2+Q2*X(I)+Q3):'PRINT "Y";Y(I),"R5";R5 
2297 N(I)=(1+DF/2)/(EC/ES-R4/X(I)/Y(I)): 'PRINT "N";N(I),"R4";R4 
2298 NEXT I 
3000 '*******************   OUTPUT DATA    ************************ 
3001 XT=X(N)*D :PRINT "XN";X(N),"YN";Y(N),"NN";N(N) : 'PRINT 
"Q1";Q1,"Q2";Q2,"Q3";Q3,"Q4";Q4,"Q5";Q5 
3010 EPCT=XT*Y(N) : 'PRINT "EPCT=";EPCT 
3020 EPS=EPCT+K1*EPSH:X1T=EPS/(Y(N)+(K1-K2)*EPSH/D):Y1=EPS/X1T 
3021 EPT=(D1-XT)*Y(N) 
3030 EPST=EPT-S1:'PRINT "EPST";EPST 
3040 SIGM=EPST*ES:'PRINT "SIGM";SIGM 
3041 IF T=100 THEN 3045 ELSE 3050 
3045 IF J=0 THEN SGMS=SIGM:PRINT "SGMS";SGMS 
3046 IF J=0 THEN XN=XT:PRINT "XN";XN 
3050 SQ=(2000*SIGM-0.8*ES)^2-8000*ES*(FT/PE-0.8*SIGM):'PRINT "SQ=";SQ 
3055 IF SQ<0 THEN 3072 
3070 EAV=(2000*SIGM-0.8*ES+SQ^0.5)/4000/ES 
3071 GOTO 3075 
3072 IF ((SIGM-105)/ES-0.4*SIGM/ES)>0 THEN GOTO 3074 
3073 EAV=0.4*SIGM/ES     :  GOTO 3090 
3074 EAV=(SIGM-105)/ES : GOTO 3090 
3075 IF EAV<0.4*SIGM/ES THEN GOTO 3077 
3076 EAV=EAV         :  GOTO 3078 
3077 EAV=0.4*SIGM/ES : GOTO 3078 
3078 IF EAV<(SIGM-105)/ES THEN GOTO 3080 
3079 EAV=EAV             : GOTO 3090 
3080 EAV=(SIGM-105)/ES : GOTO 3090 
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3090 IF T=0  THEN EV=EAV ELSE 3100 : 'PRINT "EV=";EV 
3095 GOTO 3140 
3100 DEP=AA*(EPST-EAV):'PRINT "AA";AA,"DEP";DEP 
3105 EV=EPST-DEP 
3140 IF T=0  THEN 3150 ELSE 3170 
3150 X(0)=X(N):Y(0)=Y(N):N(0)=ES/EC:'PRINT "X0";X(0),"Y0";Y(0) 
3160 CRVCR0(J)=(EPS+EV)/D1 :GOTO 3180 
3170 CRVCRT(J)=(EPS+EV)/D1:'PRINT "CRVCRT";CRVCRT(J) 
3180 IF T=0  THEN 3200 ELSE 3290 
3200 IF MCR0>M2(J) THEN CRV0(J)=CRVG0(J) ELSE CRV0(J)=CRVCR0(J): 'PRINT "CRV0";CRV0(J) 
3210 IF -W/2*LL(J)^2+W*L/2*LL(J)-M<0 THEN CRV0(J)=-CRV0(J) 
3211 DTHITA0=CRV0(J)*DL : 'PRINT "DTHITA0";DTHITA0 
3212 IF J=0 THEN THITA0=0 :GOTO 3280 
3213 THITA0=THITA0+DTHITA0 : 'PRINT "THITA0";THITA0 
3220 DDET1=CRV0(J)*DL*L/2 
3230 DDET2=CRV0(J)*DL*(L/2-LL(J)) 
3240 IF J=1 THEN DET1=0:IF J=1 THEN DET2=0 
3250 DET1=DET1+DDET1 
3260 DET2=DET2+DDET2 
3270 DET0=DET1-DET2:'PRINT "DET0";DET0 
3271 ' IF CRV0(J)=0 THEN 3273 ELSE 3272 
3272 DEI0=(-W/2*LL(J)^2+W*L/2*LL(J)-M)/CRV0(J):GOTO 3274 
3273 'DEI0=ES/N(N)*IC 
3274 'PRINT "DEI0";DEI0 
3275 IF J=1 THEN EI0=0 
3276 EI0=EI0+DEI0 
3280 GOTO 1284 
3290 IF MCRT>M2(J) THEN CRVT(J)=CRVGT(J) ELSE CRVT(J)=CRVCRT(J): 'PRINT "CRVT=";CRVT(J) 
3300 IF -W/2*LL(J)^2+W*L/2*LL(J)-M<0 THEN CRVT(J)=-CRVT(J) 
3301 DTHITAT=CRVT(J)*DL: 'PRINT "CRVT";CRVT(J) 




3330 IF J=1 THEN DETT1=0:IF J=1 THEN DETT2=0 
3340 DETT1=DETT1+DDETT1 
3350 DETT2=DETT2+DDETT2 
3360 DETT=DETT1-DETT2'PRINT "DETT";DETT 
3361 ' IF CRVT(J)=0 THEN 3363 ELSE 3362 
3362 DEIT=(-W/2*LL(J)^2+W*L/2*LL(J)-M)/CRVT(J) 
3363 'DEIT=ES/N(N)*IC 
3364 IF J=1 THEN EIT=0 
3365 EIT=EIT+DEIT 
3370 NEXT J 
3380 PRINT "THITAT=";THITAT 
4010 'DIM TIME(1000) 
4020 '************************************************************ 
4030 '************        端部たわみ角計算 (RCslab)     *********** 
4040 '************        付着解析（李式）       *********** 
4080 '************************************************************ 
4170 'T=0 :EPSH=0:FAY=0 
4180 T=100:EPSH=400*10^-6 :FAY=3.2 
4190 'T=100:EPSH=0         :FAY=0   
4200 L0=4500:AT=660:AST=473:DT=36.5 
4210 B0=1000:DC=36.5:PT=AT/D/B0:P1=0 
4215 ET=EC/(1+0.5*FAY):N=ES/ET :N1=ES/EC 
4220 U=233:D1=D-DT:NS=1000/150 :TYI=3.41 :KI=130   :ETA=2 
4240 DT=D-D1 
4300 '**************初期モーメント ******************************* 
4310 M0=W*L0^2/12:PRINT "M0";M0,"MCRT";MCRT 
4320 '**************初期軸力 ******YOUNG (CREEP)*************** 
4500 ' IF M0<MCRT THEN SX=0 
4700 ' IF M0<MCRT THEN GOTO 5555 
4820 '********************** 付着解析（李式  ********************** 
4830  P0=SGMS*AT :PRINT "SGMS1";SGMS    '端部鉄筋力  
4840  S0=0.01 :AE=B0*2*DT 
4850  AE1=(2*DT)^2*NS :AE2=B0*2*DT :PRINT "AE1";AE1,"AE2";AE2 
4860  IF AE1<AE2 THEN AE=AE1 :IF AE1<AE2 THEN 4880 
4870  AE=AE2 
4880  PE=AT/AE:PRINT "AE";AE 
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4890  L=200  :B=150  '定着長さ ： 塑性域長さ  
4900 '****************************************** 
4910   IF T=0  THEN GOTO 4940 
4920   IF 28<T THEN GOTO 5020 











































5360 IF  ABS(LN-L)>0.1 THEN GOTO 5380 
5370 IF  ABS(BN-B)<0.1 THEN GOTO 5420 
5380 L=LN  : B=BN 
5390 PRINT"LN=";LN ,"BN=";BN 
5400 GOTO 5050 
5410 ' 
5420 L=LN  : B=BN 
5430 '*****************抜け出し量算出 *********************** 
5440 X=L 
5450 IF B>0 THEN 5490 
5460 SX=C3*EXP(ALFA*X)+C4*EXP(-ALFA*X)+BETA/ALFA^2 
5470 PX=ES*AT/(1+N*PE)*(ALFA*C3*EXP(ALFA*X)-ALFA*C4*EXP(-ALFA*X)+BETA*X-EPSH) 





5530 '*****************回転角の算定 ************************* 
5531 ' IF T=0  THEN 5540 ELSE 5541 
5540 'THITAS0=SX/(D1-XN):GOTO 5550 
5541 THITAST=SX/(D1-XN):PRINT "XT";XN 
5542 '****************************************************** 
5550 ' IF T=100 THEN 5555 ELSE 6000 
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5555 MX=M :PRINT "MX";MX 
5560 DLTAT=THITAT-THITAST:PRINT "THITAT";THITAT,"THITAST";THITAST,"DLTAT";DLTAT 
5565 IF ABS(DLTAT)>5.0*10^-4 THEN 5570 ELSE 5630:PRINT "DLTAT";DLTAT 
5570 DFAIT=DLTAT/L0*2:'PRINT "DFAIT";DFAIT 
5571 'DFAIT=(THITAT-THITAST)/L0*2:PRINT "DFAIT";DFAIT 
5580 EITA=EIT/H:PRINT "EITA";EITA,"EIT";EIT 
5590 DMT=EITA*DFAIT :PRINT "DMT";DMT 
5600 M=M+0.15*DMT 
5610 MY=M :PRINT "MY";MY 
5615 GOTO 1220 





6010 PRINT "T";0 ,"瞬時たわみ ";DET0,"T";100,"長期たわみ ";DETT, '"Y";Y(N),"X";X(N) 
6020 'PRINT #1,0 ;CHR$(9);DET0;CHR$(9);100;CHR$(9);DETT 
6030 ' IF T=0  THEN 1290 ELSE 3180 






位置 端部 中央部 端部 中央部 端部 中央部 端部 中央部
H 厚さ mm 150 150 150 150 180 180 180 180




c かぶり厚さ mm 30 30 40 40 30 30 40 40
s 鉄筋の中心間隔 mm 200 200 200 200 200 200 300 300
D 鉄筋径 13 11.5 10 10 13 11.5 13 13
at 引張側鉄筋断面積 mm2 635 495 355 355 635 495 423 423
ac 圧縮側鉄筋断面積 mm2 355 355 355 355 635 495 423 423
dt 引張鉄筋重心から引張縁までの距離 mm 35 35 45 45 35 35 45 45
dc 圧縮鉄筋重心から圧縮縁までの距離 mm 35 35 45 45 35 35 45 45
U 鉄筋の周長 mm 200 175 150 108 200 175 133 133
σB コンクリート強度 N/mm2 24.0 24.0 24.0 24.0 24.0 24.0 24.0 24.0
Ec コンクリートヤング係数 N/mm2 22700 22700 22700 22700 22700 22700 22700 22700
Es 鉄筋ヤング係数 N/mm2 205000 205000 205000 205000 205000 205000 205000 205000
ψ クリープ係数 3.00 3.00 3.00 3.00 3.00 3.00 3.00 3.00
εsh 自由乾燥収縮ひずみ 0.000400 0.000400 0.000400 0.000400 0.000400 0.000400 0.000400 0.000400








n Es/Ec 9.03 9.03 9.03 9.03 9.03 9.03 9.03 9.03




Ma 端部：xwｌ2/12,中央部：xwｌ2/18 ｋNm 8.65 5.77 3.57 2.38 10.46 6.97 3.86 2.58
σb 荷重による曲げ応力 N/mm2 2.31 1.54 0.95 0.64 1.94 1.29 0.72 0.48
Ac コンクリート断面積 mm2 150000 150000 150000 150000 180000 180000 180000 180000
Zg 全断面有効断面係数 mm3 3750000 3750000 3750000 3750000 5400000 5400000 5400000 5400000
d 有効せい mm 115 115 105 105 145 145 135 135
dc1 dc/d 0.30 0.30 0.43 0.43 0.24 0.24 0.33 0.33
γ 複筋比 0.56 0.72 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
pt 引張鉄筋比 0.0055 0.0043 0.0034 0.0034 0.0044 0.0034 0.0031 0.0031
g 鉄筋重心位置の圧縮縁からの距離 mm 86.31 81.59 75.00 75.00 90.00 90.00 90.00 90.00
nｔ Es/Ec×(1+ψ) 36.12 36.12 36.12 36.12 36.12 36.12 36.12 36.12
σsmaxt ひび割れ断面における鉄筋応力 N/mm2 138.8 117.0 110.4 73.6 130.4 110.4 77.1 51.4
εsmaxｔ ひび割れ断面における鉄筋ひずみ 6.769E-04 5.709E-04 5.386E-04 3.591E-04 6.359E-04 5.384E-04 3.760E-04 2.507E-04
σ0 鉄筋とコンクリートの重心位置が同じときのσsh N/mm2 0.437 0.386 0.331 0.331 0.461 0.376 0.330 0.330
σsh 鉄筋拘束による収縮ひずみ応力 N/mm2 0.635 0.487 0.331 0.331 0.461 0.376 0.330 0.330
σg 平均プレストレス：周辺フレームの拘束を考慮して0とする N/mm2 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
Mcr 曲げひび割れ耐力 ｋNm 4.82 5.37 5.96 5.96 7.88 8.34 8.59 8.59
Mcr/Ma 0.557 0.932 1.000 1.000 0.753 1.000 1.000 1.000
Ig1,Ig2 端部、中央部の全断面有効I（鉄筋無視） mm4 2.81E+08 2.81E+08 2.81E+08 2.81E+08 4.86E+08 4.86E+08 4.86E+08 4.86E+08
xn0 ひび割れ断面の中立軸比 0.440 0.404 0.395 0.395 0.386 0.359 0.368 0.368
Icr ひび割れ領域のI（ｺﾝｸﾘｰﾄの拘束無視） mm4 1.41E+08 1.19E+08 7.57E+07 7.57E+07 2.50E+08 2.07E+08 1.53E+08 1.53E+08
Ie1,Ie2 端部、中央部の等価I mm4 1.55E+08 1.76E+08 2.81E+08 2.81E+08 3.26E+08 4.86E+08 4.86E+08 4.86E+08
Ie スパン全長に対する等価I mm4
xn 全断面有効中立軸 77.1 76.1 75.0 75.0 90.0 90.0 90.0 90.0
φshg 全断面有効曲率 4.54E-07 2.33E-07 0.00E+00 0.00E+00 -2.25E-21 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
Mcr/Ma 平均
μ 端部固定度：簡易法では1.0とする
εcs 圧縮縁ひずみと鉄筋ひずみの和 4.44E-04 4.44E-04 4.40E-04 4.40E-04 4.07E-04 4.23E-04 4.27E-04 4.27E-04
φshcr εcs/d：ひび割れ断面曲率 3.86E-06 3.86E-06 4.19E-06 4.19E-06 2.80E-06 2.92E-06 3.17E-06 3.17E-06
φshcrav φshcrの端部と中央部の平均










































































































位置 端部 中央部 端部 中央部 端部 中央部 端部 中央部
H 厚さ mm 150 150 150 150 180 180 180 180




c かぶり厚さ mm 30 30 40 40 30 30 40 40
s 鉄筋の中心間隔 mm 200 200 200 200 200 200 300 300
D 鉄筋径 13 11.5 10 10 13 11.5 13 13
at 引張側鉄筋断面積 mm2 635 495 355 355 635 495 423 423
ac 圧縮側鉄筋断面積 mm2 355 355 355 355 635 495 423 423
dt 引張鉄筋重心から引張縁までの距離 mm 35 35 45 45 35 35 45 45
dc 圧縮鉄筋重心から圧縮縁までの距離 mm 35 35 45 45 35 35 45 45
U 鉄筋の周長 mm 200 175 150 108 200 175 133 133
σB コンクリート強度 N/mm2 24.0 24.0 24.0 24.0 24.0 24.0 24.0 24.0
Ec コンクリートヤング係数 N/mm2 22700 22700 22700 22700 22700 22700 22700 22700
Es 鉄筋ヤング係数 N/mm2 205000 205000 205000 205000 205000 205000 205000 205000
ψ クリープ係数 3.00 3.00 3.00 3.00 3.00 3.00 3.00 3.00
εsh 自由乾燥収縮ひずみ 0.000400 0.000400 0.000400 0.000400 0.000400 0.000400 0.000400 0.000400








n Es/Ec 9.03 9.03 9.03 9.03 9.03 9.03 9.03 9.03




Ma 端部：xwｌ2/12,中央部：xwｌ2/18 ｋNm 8.65 5.77 3.57 2.38 10.46 6.97 3.86 2.58
σb 荷重による曲げ応力 N/mm2 2.31 1.54 0.95 0.64 1.94 1.29 0.72 0.48
k 0.00025t≦0.1 0.0375 0.0375 0.0375 0.0375 0.045 0.045 0.045 0.045
Ac コンクリート断面積 mm2 150000 150000 150000 150000 180000 180000 180000 180000
Zg 全断面有効断面係数 mm3 3750000 3750000 3750000 3750000 5400000 5400000 5400000 5400000
d 有効せい mm 115 115 105 105 145 145 135 135
dc1 dc/d 0.30 0.30 0.43 0.43 0.24 0.24 0.33 0.33
γ 複筋比 0.56 0.72 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
pt 引張鉄筋比 0.0055 0.0043 0.0034 0.0034 0.0044 0.0034 0.0031 0.0031
g 鉄筋重心位置の圧縮縁からの距離 mm 86.31 81.59 75.00 75.00 90.00 90.00 90.00 90.00
Ace1 コンクリート有効断面積(Lav計算用：PRC指針） mm2 73000 71500 90000 90000 73000 71500 93000 93000
Ace2 コンクリート有効断面積(抜け出し計算用） mm2 26645 25561 40500 40500 26645 25561 28830 28830
pe1 引張鉄筋の有効断面積に対する割合 0.0087 0.0069 0.0039 0.0039 0.0087 0.0069 0.0046 0.0046
pe2 引張鉄筋の有効断面積に対する割合 0.0238 0.0194 0.0088 0.0088 0.0238 0.0194 0.0147 0.0147
Lav 平均ひび割れ間隔 mm 156.0 162.3 215.1 215.1 167.3 174.8 268.5 268.5
nｔ Es/Ec×(1+ψ) 36.12 36.12 36.12 36.12 36.12 36.12 36.12 36.12
τy0 初期付着強度 N/mm2 3.41 3.41 3.41 3.41 3.41 3.41 3.41 3.41
K0 初期付着剛性 N/mm3 115 130 150 150 115 130 115 115
τyt 長期付着強度 N/mm2 2.56 2.56 2.56 2.56 2.56 2.56 2.56 2.56
Kt 長期付着剛性 N/mm3 61.97 70.06 80.57 80.57 61.97 70.06 61.97 61.97
α(0) 0.0147 0.0162 0.0182 0.0154 0.0147 0.0162 0.0141 0.0141
α(t) 0.0133 0.0143 0.0148 0.0125 0.0133 0.0143 0.0121 0.0121
L =Lav/2 mm 78.0 81.1 107.5 107.5 83.6 87.4 134.3 134.3
q(0) 付着特性係数（弾性解） 0.713 0.658 0.490 0.560 0.687 0.627 0.503 0.503
q(t) 付着特性係数（弾性解） 0.748 0.707 0.579 0.648 0.723 0.678 0.571 0.571
σsmax0 ひび割れ断面における鉄筋応力 N/mm2 130.3 110.4 104.2 69.5 123.7 104.9 73.1 48.7
σsmaxt ひび割れ断面における鉄筋応力 N/mm2 138.8 117.0 110.4 73.6 130.4 110.4 77.1 51.4
Se0 抜出し量（弾性解） mm 0.06 0.05 0.05 0.04 0.06 0.05 0.05 0.04
Sy0 τy時抜出し量 mm 0.03 0.03 0.02 0.02 0.03 0.03 0.03 0.03
Set 抜出し量（弾性解） mm 0.06 0.06 0.06 0.05 0.06 0.06 0.06 0.05
Syt τy時抜出し量 mm 0.0413 0.04 0.0317 0.03 0.0413 0.04 0.0413 0.04
q'(0) 付着特性係数（弾塑性解） 0.831 0.736 0.634 0.700 0.810 0.709 0.626 0.575
q'(t) 付着特性係数（弾塑性解） 0.808 0.767 0.704 0.756 0.787 0.742 0.649 0.604
εsmax0 ひび割れ断面における鉄筋ひずみ 6.354E-04 5.386E-04 5.085E-04 3.390E-04 6.033E-04 5.118E-04 3.565E-04 2.377E-04
εsmaxｔ ひび割れ断面における鉄筋ひずみ 6.769E-04 5.709E-04 5.386E-04 3.591E-04 6.359E-04 5.384E-04 3.760E-04 2.507E-04
εsav0 平均鉄筋ひずみ 5.279E-04 3.962E-04 3.224E-04 2.373E-04 4.885E-04 3.627E-04 2.231E-04 1.367E-04
εsavｔ 平均鉄筋ひずみ 5.472E-04 4.379E-04 3.791E-04 2.715E-04 5.002E-04 3.993E-04 2.441E-04 1.515E-04
wav0 瞬時平均ひび割れ幅 mm 0.082 0.064 0.069 0.051 0.082 0.063 0.060 0.037
wavt 長期平均ひび割れ幅 mm 0.136 0.121 0.142 0.123 0.136 0.122 0.135 0.106




















































Mcr 曲げひび割れ耐力 ｋNm 7.20 7.20 7.20 7.20 10.37 10.37 10.37 10.37
wD 自重による荷重 N/mm
wDx,wDy 各方向分担荷重 N/mm
Ma 自重による応力 ｋNm 5.19 3.46 2.14 1.43 6.93 4.62 2.56 1.71
Mcr/Ma 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000
Ig1,Ig2 端部、中央部の全断面有効I（鉄筋無視） mm4 2.81E+08 2.81E+08 2.81E+08 2.81E+08 4.86E+08 4.86E+08 4.86E+08 4.86E+08
ks0 εsmax0/εsav0=1/q'(0) 1.204 1.359 1.577 1.429 1.235 1.411 1.598 1.739
xn0 ひび割れ断面の中立軸比 0.273 0.248 0.241 0.241 0.244 0.222 0.224 0.224
xn1 ひび割れ断面の中立軸比（ｺﾝｸﾘｰﾄの拘束作用考慮） 0.293 0.279 0.280 0.271 0.265 0.253 0.265 0.274
Icr ひび割れ領域のI（ｺﾝｸﾘｰﾄの拘束考慮） mm4 5.84E+07 5.28E+07 3.82E+07 3.54E+07 9.94E+07 9.05E+07 7.57E+07 8.10E+07





σ0 鉄筋とコンクリートの重心位置が同じときのσsh N/mm2 0.437 0.386 0.331 0.331 0.461 0.376 0.330 0.330
σsh 鉄筋拘束による収縮ひずみ応力 N/mm2 0.635 0.487 0.331 0.331 0.461 0.376 0.330 0.330
σg 平均プレストレス：周辺フレームの拘束を考慮して0とする N/mm2 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
Mcr 曲げひび割れ耐力 ｋNm 4.82 5.37 5.96 5.96 7.88 8.34 8.59 8.59
Mcr/Ma 0.557 0.932 1.000 1.000 0.753 1.000 1.000 1.000
Ig1,Ig2 端部、中央部の全断面有効I（鉄筋無視） mm4 2.81E+08 2.81E+08 2.81E+08 2.81E+08 4.86E+08 4.86E+08 4.86E+08 4.86E+08
xn0 ひび割れ断面の中立軸比 0.440 0.404 0.395 0.395 0.386 0.359 0.368 0.368
xn1 ひび割れ断面の中立軸比（ｺﾝｸﾘｰﾄの拘束作用考慮） 0.472 0.442 0.439 0.429 0.420 0.400 0.424 0.435
Icr ひび割れ領域のI（ｺﾝｸﾘｰﾄの拘束考慮） mm4 1.63E+08 1.43E+08 9.59E+07 9.14E+07 2.97E+08 2.57E+08 2.07E+08 2.18E+08







xn 全断面有効中立軸 mm 77.1 76.1 75.0 75.0 90.0 90.0 90.0 90.0
φshg 全断面有効曲率 4.54E-07 2.33E-07 0.00E+00 0.00E+00 -2.25E-21 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
xn' ひび割れ断面中立軸 mm 54.3 50.8 46.1 45.1 60.9 58.0 57.3 58.7
εcs 圧縮縁ひずみと鉄筋ひずみの和 4.44E-04 4.44E-04 4.40E-04 4.40E-04 4.07E-04 4.23E-04 4.27E-04 4.27E-04
φshcr εcs/d：ひび割れ断面曲率 3.86E-06 3.86E-06 4.19E-06 4.19E-06 2.80E-06 2.92E-06 3.17E-06 3.17E-06






































































































































ブの長期たわみ算定、第 510 号、pp.145-152、1998.8 
 
２ 岩田樹美、大野義照、吉村満、李振宝：鉄筋とコンクリート間の付着特性に基づ
く鉄筋コンクリートスラブの長期たわみ実用計算法、第 617 号、pp.153-160、2007.7 
 
３ 岩田樹美、大野義照、李振宝：鉄筋コンクリートおよびプレストレスト鉄筋コン
クリート二方向スラブの長期たわみ制御に関する研究､第 625 号､2008.3 掲載予定  
 
【コンクリート工学年次論文報告集】 




















































べり関係に及ぼす各種要因の影響 その 2 両引き試験結果、pp.111-112、2007 
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 本論文の審査過程で、貴重なご助言ご指導を賜りました大阪大学教授 甲津功夫博













究所）、柳井正氏（NTT ファシリティーズ FM アシスト）、斉藤賢二氏、横田和伸氏、
土肥博博士、鈴木幹夫氏、山田晶一氏、豊田耕造氏、後藤和弘氏、林正輝氏、牛垣和
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